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土壌汚染をめぐる最近の状況について 
 

１.土壌汚染の現状 

 

（１）土壌汚染の判明事例数（平成１３年度判明分） 
 

・調査事例     ２７３件 

・環境基準超過事例 ２１１件（平成１２年度判明分は１４５件） 

 

図 年度別の土壌汚染判明事例数 
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（２）土壌汚染が顕在化している主な背景 
 

① 工場跡地等の再開発・売却の際に、汚染調査を行う事例の増加 

② 環境管理（ＩＳＯ１４００１）等の一環として、自主的な汚染調査を行

う事業者の増加 

③ 都道府県等による地下水のモニタリングの拡充 
 

土壌汚染による環境への主な影響 
 

・汚染土壌の直接摂取（摂食・皮膚接触）による人の健康への影響 

・汚染土壌から溶け出した有害物質による地下水の汚染      等 

調査事例 2 7 6 2 10 5 3 10 2 18 10 18 12 14 24 22 26 38 34 44 44 44 58 62 206 212 204 273 

超過事例 － － － － － － － － － － － － － － － － － 8 12 13 25 36 50 48 125 132 145 211 

調査事例数 

超過事例数 

土壌環境基準設定 

H3.8.23  

土壌環境基準項目追加 

(H6.2.21 VOC等15項目) 

(H13.3.28 ふっ素、ほう素) 
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（３）最近の土壌汚染の判明事例 
 
○工場跡地の再開発に伴い判明した事例 

 Ａ市の農薬製造工場の移転に伴って、事業者が土壌汚染の調査を行ったと

ころ、水銀による汚染が判明。事業者が処理対策を実施し、汚染土壌の掘削

除去、水銀の分離・回収等の対策が完了。 
 
○マンションの建設に伴い判明した事例 

 Ｂ市で事業者がマンションの建設中に、土壌及び地下水の異常が認められ

たため調査を行ったところ、鉛、砒素等による汚染が判明。建設工事は中断

し、事業者が汚染土壌の掘削除去等の対策を実施。 
 
○操業中の工場の周辺で判明した事例 

 Ｃ市の電気・電子製品製造工場の敷地内と、その周辺の地下水で、トリク

ロロエチレン等による汚染が判明。工場敷地内は事業者が、それ以外はＣ市

が、汚染地下水の浄化杭の設置等の対策を実施。 
 

２.土壌汚染対策の制度化に関する各種の提言等 

 
○経済戦略会議答申「日本経済再生への戦略」（平成１１年２月） 

・「土壌汚染等に係わる明確な環境ルールの構築や責任体制の明確化を図るな

ど、環境規制の充実を図るべき。」 
 
○規制改革推進３か年計画（平成１３年３月） 

・法制化を含めた実効ある制度の検討を平成１３年度に行う旨明記。 
 
○ＰＣＢ廃棄物処理特別措置法案に対する附帯決議（平成１３年６月） 

・「土壌汚染防止に関する法制度を早急に検討すべき。」 

 

○総合規制改革会議「中間とりまとめ」（平成１３年７月） 

・「土壌汚染に関し、調査手続並びに浄化責任及び費用負担の明確化、情報

開示の実施のための立法措置等を講ずるべき。」 
 
○経済財政諮問会議「改革工程表」（平成１３年９月） 

・「土壌環境保全対策の制度化について立法措置も含めて検討」 
 

（出典：環境省資料による） 



土壌汚染の状況の調査

指定区域の指定等

土壌汚染による健康被害の防止措置

①　使用が廃止された「特定有害物質の製造、使用又は処理をする水質汚濁防止法の
　特定施設」に係る工場・事業場の敷地であった土地

　※土地の利用方法からみて人の健康被害が生ずるおそれがないと都道府県知事が確認したときを除く。

②　都道府県知事が土壌汚染により人の健康被害が生ずるおそれがあると認める土地

　

①又は②の土地の所有者等は、当該土地の土壌汚染の状況について、環境大臣の指

定を受けた機関（指定調査機関）に調査させて、その結果を都道府県知事に報告。

土壌の汚染状態が基準に適合しない土地

○都道府県知事が「指定区域」として指定・公示。また、台帳を調製し、閲覧に供する。

【汚染の除去等の措置命令】

指定区域内の土壌汚染により人の健康被

害が生ずるおそれがある場合

○都道府県知事は、土地所有者等（※の

　場合には、汚染原因者）に対し、汚染の

　除去等の措置を命令。
　（※）汚染原因者が明らかである場合であって、　

　　　　汚染原因者が措置を講ずることにつき土地

　　　　所有者等に異議がないとき。

【土地の形質の変更の制限】

○指定区域内で土地の形質変更をしよう

　　とする者は、都道府県知事に届出。

○都道府県知事は、施行方法が一定の

　基準に適合しないと認めるときは、その

　施行方法に関する計画の変更を命令。

指定支援法人 汚染の除去等の措置を講ずる者に対し助成を行う地方公共団体に
対する助成金の交付等の業務を実施｡また､このための基金を設置。

命令を受けた土地所有者等は、　
汚染原因者に費用を請求可能。

◇趣　　　旨　土壌の汚染の状況の把握、土壌の汚染による人の健康被害の防止に関す
　　　　　　　　　る措置等の土壌汚染対策を実施することにより、国民の健康の保護を図る。

◇対象物質　鉛、砒素、トリクロロエチレンその他の物質であって、それが土壌に含まれ　

　　　　　　　　ることに起因して人の健康被害を生ずるおそれがあるもの（特定有害物質）

◇趣　　　旨　土壌の汚染の状況の把握、土壌の汚染による人の健康被害の防止に関す
　　　　　　　　　る措置等の土壌汚染対策を実施することにより、国民の健康の保護を図る。

◇対象物質　鉛、砒素、トリクロロエチレンその他の物質であって、それが土壌に含まれ　

　　　　　　　　ることに起因して人の健康被害を生ずるおそれがあるもの（特定有害物質）

§３

§４
　令§３

§１

§２

§５
§６

§７

§７①但書、②

§７①本文

§９

§８

§２０～§２８

　－土壌汚染対策法（平成14年5月29日法律第53号）の概要－

令§１

省令§１８

§１０～§１９
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（出典：環境省資料による）
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参考資料５

土壌汚染対策法に基づく政省令について

１．土壌汚染対策法施行令（政令）について

（§１）(1) 特定有害物質

法の対象物質として、カドミウム、トリクロロエチレン等の２５物質を定める。

（§３）(2) 調査命令の要件

調査命令が行われる場合として、以下の場合を定める。

○ 地下水汚染が発見され、その周辺で地下水を飲用等に利用している場合

○ 土壌汚染のおそれがある土地が、一般の人が立ち入ることができる状態になっ

ている場合

２．土壌汚染対策法施行規則（省令）について

（§２。具体的には§３～§１１）(1) 土壌汚染状況調査の方法

（§５）○ 以下の物質の種類ごとに、以下の調査を行う。

・ 揮発性有機化合物は、土壌ガス調査と土壌溶出調査

・ 重金属等は、土壌溶出量調査と土壌含有量調査

・ 農薬類は、土壌溶出量調査

( ) 「土壌ガス調査」＝土壌中のガスを採取し、濃度を測定する。※

「 」 、 、 。土壌溶出量調査 ＝土壌を採取して 水に溶出させる試験を行い 検液中の濃度を測定する

「土壌含有量調査」＝土壌を採取し、土壌中に含まれる物質の量を測定する。

100 900○ サンプリング地点の数は ㎡に１点とし 土壌汚染の可能性が低い場所は、 、

（§４）㎡に１点とする。

（§１８）(2) 指定区域の指定基準

「 」 （ ）。土壌汚染のある土地として指定される 指定区域 の指定基準を定める 別紙１

（§２２。具体的には§２３～§３０）(3) 汚染の除去等の措置に関する技術的基準

（§２７）① 汚染土壌の直接摂取によるリスクの観点からの措置

盛土（覆土）措置を原則とし、土地利用状況や措置実施者等の希望によっては、

立入禁止措置、舗装措置、掘削除去措置等を実施。

（§２３～§２６）②地下水等の摂取によるリスクの観点からの措置

○ 地下水汚染が発生していない場合は、地下水のモニタリングを実施。

○ 地下水汚染が既に発生している場合は、汚染の状況や措置実施者等の希望によ

り、封じ込め措置、掘削除去措置、原位置浄化措置等を実施。
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（別紙１） 

 

特定有害物質及び指定区域の指定基準 

 

種類 項目 溶出量基準 含有量基準 

２ カドミウム 0.01mg/l 以下 150mg/kg 以下 

２ 全シアン 検出されないこと (遊離ｼｱﾝ）50mg/kg 以下 

３ 有機燐 検出されないこと  

２ 鉛 0.01mg/l 以下 150mg/kg 以下 

２ 六価クロム 0.05mg/l 以下 250mg/kg 以下 

２ 砒素 0.01mg/l 以下 150mg/kg 以下 

２ 総水銀 0.0005mg/l 以下 15mg/kg 以下 

２ アルキル水銀 検出されないこと  

３ ＰＣＢ 検出されないこと  

１ ジクロロメタン 0.02mg/l 以下  

１ 四塩化炭素 0.002mg/l 以下  

１ １，２－ジクロロエタン 0.004mg/l 以下  

１ １，１－ジクロロエチレン 0.02mg/l 以下  

１ シス－１，２－ジクロロエチレン 0.04mg/l 以下  

１ １，１，１，－トリクロロエタン 1mg/l 以下  

１ １，１，２，－トリクロロエタン 0.006mg/l 以下  

１ トリクロロエチレン 0.03mg/l 以下  

１ テトラクロロエチレン 0.01mg/l 以下  

１ １，３－ジクロロプロペン 0.002mg/l 以下  

３ チウラム 0.006mg/l 以下  

３ シマジン 0.003mg/l 以下  

３ チオベンカルブ 0.02mg/l 以下  

１ ベンゼン 0.01mg/l 以下  

２ セレン 0.01mg/l 以下 150mg/kg 以下 

２ ふっ素 0.8mg/l 以下 4,000mg/kg 以下 

２ ほう素 1mg/l 以下 4,000mg/kg 以下 

種類：１＝揮発性有機化合物等、２＝重金属等、３＝農薬等 
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措
置

命
令

の
発

出
方

法
に

つ
い

て
 

 １
．

直
接

摂
取

に
よ

る
リ

ス
ク

に
係

る
措

置
 

  
措

置
命

令
は

、「
立

入
禁

止
」「

舗
装

（
土

以
外

の
も

の
で

覆
う

措
置

）」
「

盛
土

（
覆

土
）」

「
土

壌
入

換
え

」「
土

壌
汚

染
の

除
去

」
の

中
か

ら
、

汚
染

の
状

況
、

土
地

の
利

用
状

況
、

関
係

者
の

意
向

等
を

踏
ま

え
、

そ
の

１
つ

を
特

定
し

て
命

ず
る

こ
と

と
す

る
。
 

 
具
体
的
に
は
、
原
則
と
し
て
、
通
常
の
利
用
が
可
能
な
盛
土
を
命
ず
る
こ
と
と
す
る
。
た
だ
し
、
現
に
宅
地
又
は
マ
ン
シ
ョ
ン
と
し
て
利
用
さ
れ
建
築
物
が

存
在
し
て
い
る
場
合
で
、
盛
土
に
よ
る
措
置
で
は
現
状
の
上
部
利
用
に
支
障
が
生
ず
る
と
判
断
さ
れ
る
場
合
に
は
、
上
記
の
盛
土
に
代
え
て
土
壌
入
換
え
を
命

ず
る
。
ま
た
、
特
別
な
場
合
に
は
、
土
壌
汚
染
の
除
去
を
命
ず
る
こ
と
が
あ
る
。
 

 
な
お
、
聴
聞
等
に
お
い
て
、
土
地
所
有
者
等
が
立
入
禁
止
又
は
舗
装
の
実
施
を
希
望
し
た
場
合
は
、
こ
れ
ら
の
措
置
を
命
ず
る
こ
と
と
す
る
。
ま
た
、
土
地

所
有
者
等
及
び
汚
染
原
因
者
が
土
壌
汚
染
の
除
去
を
希
望
し
た
場
合
は
、
こ
れ
ら
の
措
置
を
命
ず
る
こ
と
と
す
る
。
 

 

措
置

の
種

類
 

命
令

が
行

わ
れ

る
場

合
 

対
応

す
る

土
地

の
利

用
方

法
 

具
体

的
ケ

ー
ス
 

立
入

禁
止
 

当
面

土
地

利
用

を
し

な
い

場
合
 

未
利

用
地

（
遊

休
地

）
 

舗
装
（

土
以

外
の

も
の

で
覆

う
措

置
）
 

土
地

所
有

者
等

が
希

望
す

る
場

合
で

、
そ

の
土

地
利

用
の

状
況

等
か

ら
見

て
そ

の
希

望
し

た
措

置
に

よ
り

健
康

リ
ス

ク
を

回
避

で
き

得
る

と
判

断
さ

れ
る

場
合

に
、

こ
の

措
置

を
命

ず
る

。
 

全
面

舗
装

が
可

能
な

駐
車

場
や

商
業

用
地
等
の
場
合
 

全
面

舗
装

型
の

道
路

、
駐

車
場

、
商

用
地
 
等
 

盛
土

（
覆

土
）
 

原
則

と
し

て
、

こ
の

措
置

を
命

ず
る

。
 

都
市

公
園

、
戸

建
て

住
宅

等
の

土
壌

の
露

出
の

多
い

土
地

利
用

の
場

合
 

都
市

公
園

、
運

動
場

、
戸

建
て

住
宅

、
マ

ン
シ

ョ
ン

、
学

校
 

等
 

土
壌

入
換

え
 

現
に

宅
地

又
は

マ
ン

シ
ョ

ン
と

し
て

利
用

さ
れ

建
築

物
が

存
在

し
て

い
る

場
合

で
、盛

土
に

よ
る

措
置

で
は

現
状

の
上

部
利

用
に

支
障

が
生

ず
る

と
判

断
さ

れ
る

場
合

に
、

上
記

の
盛

土
に

代
え

て
こ

の
措

置
を

命
ず

る
。

 

土
壌

汚
染

の
除

去
 

特
別

な
場

合
＊
に

は
こ

の
措

置
を

命
ず

る
こ

と
が

あ
る

。
 

浄
化
後
は
あ
ら
ゆ
る
土
地
利
用
が
可
能
 

＊
：
特
別
の
場
合
と
は
、
土
地
所
有
者
等
と
汚
染
原
因
者
が
共
に
希
望
す
る
場
合
で
浄
化
措
置
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
場
合
の
他
、
乳
幼
児
が
多
数
頻
繁
に

出
入
り
す
る
複
数
施
設
を
有
し
そ
の
土
地
形
状
が
頻
繁
に
変
わ
る
遊
園
地
又
は
、
砂
場
等
の
土
地
利
用
に
現
に
供
さ
れ
て
い
る
場
合
や
供
さ
れ
る
こ
と
が
確

実
な
場
合
に
限
定
さ
れ
る
。
 

参考資料６ 
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２
．

地
下

水
等

の
摂

取
に

よ
る

リ
ス

ク
に

係
る

措
置

 
  
地
下
水
が
未
だ
汚
染
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
は
、
原
則
と
し
て
地
下
水
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
命
ず
る
こ
と
と
し
、
地
下
水
が
既
に
汚
染
さ
れ
、
又
は
地
下
水

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
よ
り
汚
染
さ
れ
た
こ
と
が
判
明
し
た
場
合
に
は
、
以
下
の
と
お
り
と
す
る
。
 

 
措

置
命

令
は

、「
不

溶
化

等
（

原
位

置
不

溶
化

及
び

不
溶

化
埋

め
戻

し
）」

「
原

位
置

封
じ

込
め

」「
遮

水
工

封
じ

込
め

」「
遮

断
工

封
じ

込
め

」「
土

壌
汚
染

の
除

去
」

の
中

か
ら

、
汚

染
の

状
況

、
措

置
技

術
の

適
用

可
能

性
、

関
係

者
の

意
向

等
を

踏
ま

え
、

そ
の

１
つ

を
特

定
し

て
命

ず
る

こ
と

と
す

る
。 

 
具
体
的
に
は
、
原
則
と
し
て
、
原
位
置
封
じ
込
め
を
命
ず
る
こ
と
と
す
る
。
ま
た
、
揮
発
性
有
機
化
合
物
に
よ
り
高
濃
度
（
土
壌
溶
出
基
準
の
１
０
倍
を
超

過
）
に
汚
染
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
原
則
と
し
て
、
浄
化
措
置
を
命
ず
る
こ
と
と
す
る
。
 

 
な
お
、
聴
聞
等
に
お
い
て
、
土
地
所
有
者
等
が
重
金
属
等
に
よ
る
汚
染
に
つ
い
て
不
溶
化
等
の
実
施
を
希
望
し
た
場
合
は
、
こ
れ
ら
の
措
置
を
命
ず
る
こ
と

と
す
る
。
ま
た
、
土
地
所
有
者
等
及
び
汚
染
原
因
者
が
土
壌
汚
染
の
除
去
を
希
望
し
た
場
合
は
、
こ
れ
ら
の
措
置
を
命
ず
る
こ
と
と
す
る
。
 

 

措
置

の
種

類
 

命
令

が
行

わ
れ

る
場

合
 

原
位

置
不

溶
化

・
不
溶
化
埋
め
戻
し
 
 
重

金
属

等
に

つ
い

て
、

土
地

所
有

者
等

が
希

望
す

る
場

合
に

、
こ

の
措

置
を

命
ず

る
。

 

原
位
置
封
じ
込
め
 
 
第

二
溶

出
量

基
準

を
超

過
し

な
い

場
合

（
重

金
属

等
に

つ
い

て
は

超
過

す
る

場
合

を
含

む
。）

に
、
原
則
と
し
て
こ
の
措
置
（
重

金
属

等
に

つ
い

て
は

不
溶

化
し

た
上

で
実

施
す

る
。）

を
命

ず
る

。
 

遮
水
工
封
じ
込
め
 
 
第

二
溶

出
量

基
準

を
超

過
し

な
い

場
合

（
重

金
属

等
に

つ
い

て
は

超
過

す
る

場
合

を
含

む
。）

に
お
い
て
、
土
地
所
有
者
等
及
び

汚
染

原
因

者
が

共
に

希
望

し
た

と
き

は
、

こ
の

措
置

（
重

金
属

等
に

つ
い

て
は

不
溶

化
し

た
上

で
実

施
す

る
。）

を
命
ず
る
。
 

土
壌
汚
染
の
除
去
 
 
第

二
溶

出
量

基
準

を
超

過
す

る
場

合
（

重
金

属
等

を
除

く
。）

に
、

こ
の

措
置

を
命

ず
る

。
 

 
ま

た
、

土
地

所
有

者
等

と
汚

染
原

因
者

が
共

に
希

望
す

る
場

合
に

も
、

こ
の

措
置

を
命

ず
る

。
 

遮
断
工
封
じ
込
め
 
 
農
薬
等
に
つ
い
て
第
二
溶
出
量
基
準
を
超
過
す
る
場
合
に
、
こ
の
措
置
を
命
ず
る
（
土
壌
汚
染
の
除
去
と
ど
ち
ら
か
を
選
択
し
て

命
ず
る
。）
。
 

 
ま

た
、

土
地

所
有

者
等

と
汚

染
原

因
者

が
共

に
希

望
す

る
場

合
（

揮
発

性
有

機
化

合
物

を
除

く
。）

に
も

、
こ

の
措

置
を

命
ず

る
。
 

 

（出典：環境省資料による）



参考資料７

補償基準の体系について

公共用地の取得又は使用（土地の取得・建物移転等）

土地収用 任意取得

土地収用法第６章
( 26 6 9 219 )昭和 年 月 日法律第 号

土地収用法第88条の２
の細目等を定める政令
( 14 7 5 248 )平成 年 月 日政令第 号

一般補償 公共補償
私人の財産権に 公共施設又はそれに類す
対する損失補償 るものに対する損失補償

公共用地の取得に伴う 公共事業の施行に伴う
損失補償基準要綱 公共補償基準要綱
( 37 6 29 ) ( 42 2 21 )昭和 年 月 日閣議決定 昭和 年 月 日閣議決定

公共用地の取得に伴う損失補償基 公共事業の施行に伴う公共
準要綱の施行について 補償基準要綱の施行につい
( 37 6 29 ) て( ）昭和 年 月 日閣議了解 昭和４２年２月２１日閣議了解

公共用地の取得に伴う損失補償
基準( 37 10 12 )昭和 年 月 日用地対策連絡会決定

国土交通省の公共用地の 他 公 国土交通省の直轄の公共事業 他 公
取得に伴う損失補償基準 省 団 の施行に伴う公共補償基準 省 団
( 3 ) 庁 等 ( 3 ) 庁 等平成１ 年１月６日国土交通省訓令第７６号 平成１ 年１月６日国土交通省訓令第７７号

（出典：国土交通省資料による）
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損失補償の考え方

○既存財産の減少

○新たな出費を伴う場合

○期待利益の喪失

２　「通常生ずる損失」の主な類型

残地補償　など

移転料、借家人補償、改葬料、祭祀料、移転雑費　など

営業補償、家賃減収補償　など

１　「公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱」の体系

第１章　総則

第２章　土地等の取得に係る補償
第３章　土地等の使用に係る補償

第４章　土地等の取得又は土地等の使用
　　　　　により通常生ずる損失の補償

第５章　土地等の取得又は土地等の使用に伴うその他の措置
第６章　事業の認定を受けた起業地に係る補償

対価に対する補償

「通常生ずる
　損失」に
　対する補償

参考資料８

（出典：国土交通省資料による）
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参考資料９

日本国憲法（昭和２１年１１月３日 （抜粋））

第２９条 財産権は、これを侵してはならない。

２ 財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法律でこれを定め

る。

３ 私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用ひることが

できる。

参－12



参考資料１０

土地評価に関係する損失補償基準等

公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱

（昭和３７年６月２９日閣議決定 （抜粋））

（土地の補償額算定の基本原則）

第７条 取得する土地（土地の附加物を含む。以下同じ ）に対しては、正常な取引価格。

をもつて補償するものとする。

２ 前項の場合において、当該土地に建物その他の物件があるときは、当該物件がないも

のとしての当該土地の正常な取引価格によるものとする。

３ 第１項の場合において、土地を取得する事業の施行が予定されることによつて当該土

地の取引価格が低下したと認められるときは、当該事業の影響がないものとしての当該

土地の正常な取引価格によるものとする。

（土地の正常な取引価格）

第８条 前条の正常な取引価格は、近傍類地（近傍地及び類地を含む。以下同じ ）の取。

引価格を基準とし、これらの土地及び取得する土地の位置、形状、環境、収益性その他

一般の取引における価格形成上の諸要素を総合的に比較考量して算定するものとする。

２ 前項の場合において基準とすべき近傍類地の取引価格については、取引が行なわれた

事情、時期等に応じて適正な補正を加えるものとする。

３ 地代、小作料、借賃等の収益を資本還元した額、土地所有者が当該土地を取得するた

めに支払つた金額及び改良又は保全のために投じた金額並びに課税の場合の評価額は、

第１項の規定により正常な取引価格を定める場合において、参考となるものとする。

４ 第１項の規定により正常な取引価格を定める場合においては、一般の取引における通

常の利用方法に従つて利用し得るものとして評価するものとし、土地所有者がその土地

に対して有する主観的な感情価値及び土地所有者又は特定の第三者がその土地を特別の

用途に用いることを前提として生ずる価値は、考慮しないものとする。

公共用地の取得に伴う損失補償基準

（昭和３７年１０月１２日用地対策連絡会決定 （抜粋））

（土地の補償額算定の基本原則）

第８条 取得する土地（土地の附加物を含む。以下同じ ）に対しては、正常な取引価格。

をもつて補償するものとする。

２ 前項の場合において、当該土地に建物その他の物件があるときは、当該物件がないも

のとしての当該土地の正常な取引価格によるものとする。

３ 第１項の場合において、土地を取得する事業の施行が予定されることによつて当該土

地の取引価格が低下したと認められるときは、当該事業の影響がないものとしての当該

土地の正常な取引価格によるものとする。

参－13



（土地の正常な取引価格）

第９条 前条の正常な取引価格は、近傍類地(近傍地及び類地を含む。以下同じ ）の取。

引価格を基準とし、これらの土地及び取得する土地について、次の各号に掲げる土地価

格形成上の諸要素を総合的に比較考量して算定するものとする。

一 宅地 形状、地積等画地の状態、街路の状態、交通施設、公共的施設、商業施設等

との接近の程度、供給処理施設等の整備の状態、土地の利用に関する公法上

の規制の程度、自然的環境等

二 農地 地味、水利、消費地との距離その他の農業立地条件、収益性等

、 、 、 、 、三 林地 土質 地勢 消費地との距離 林道等の整備の状態 その他の林業立地条件

収益性等

四 その他の土地 当該土地の種別に応じて必要と認められるもの

２ 前項の場合において基準とすべき近傍類地の取引価格については、取引が行われた事

情、時期等に応じて適正な補正を加えるものとする。

３ 地代、小作料、借賃等の収益を資本還元した額、土地所有者が当該土地を取得するた

めに支払つた金額及び改良又は保全のために投じた金額並びに課税の場合の評価額は、

第１項の規定により正常な取引価格を定める場合において、参考となるものとする。

４ 第１項の規定により正常な取引価格を定める場合においては、一般の取引における通

常の利用方法に従つて利用し得るものとして評価するものとし、土地所有者がその土地

に対して有する主観的な感情価値及び土地所有者又は特定の第三者がその土地を特別の

用途に用いることを前提として生ずる価値は、考慮しないものとする。

（地価公示区域における土地の正常な取引価格算定の準則）

第９条の２ 地価公示法（昭和４４年法律第４９号）第２条第１項の都市計画区域内の土

地を取得する場合において、前条の規定により当該土地の正常な取引価格を決定すると

きは、同法第６条の規定により公示された標準地の価格を規準とする。

公共用地の取得に伴う損失補償基準細則

（昭和３８年３月７日用地対策連絡会決定 （抜粋））

第２ 基準第９条（土地の正常な取引価格）は、次により処理する。

本条第１項各号に掲げる土地の正常な取引価格は、別記１土地評価事務処理要領によ

り算定するものとする。

（ ）公共用地の取得に伴う損失補償基準細則別記１ 土地評価事務処理要領 抜粋

（土地評価の手法）

第４条 土地の評価は、原則として標準地比準評価法により行うものとする。

、 。２ 標準地比準評価法により難い場合は 路線価式評価法によることができるものとする

３ その他の地域内の土地は、個別に評価することができるものとする。

参－14
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（評価の手順）

第５条 標準地比準評価法によつて土地を評価するときは、次の手順により行うものとす

る。

（１） 用途的地域を地域的特性に着目して同一状況地域に区分する。

（２） 同一状況地域ごとに一の標準地を選定する。

（３） 標準地を評価する。

（４） 標準地の評価格から比準して各画地の評価格を求める。

（標準地の選定方法）

第７条 標準地は、同一状況地域において個別的要因がおおむね標準的と認められる一の

画地とするものとする。

２ 前項の個別的要因は 「国土利用計画法の施行に伴う土地価格の評価等について （昭、 」

和５０年５０国土地第四号国土庁土地局地価調査課長通達）別添一土地価格比準表、別

添三林地価格比準表及び別添四農地価格比準表（以下「比準表」という ）の用途的地。

域ごとの個別的要因とするものとする。ただし、比準表に該当する用途的地域が定めら

れていない地域の標準地については、類似する用途的地域の比準表を適正に補正するも

のとし、当該補正を行つた比準表の個別的要因とするものとする。

（標準地の評価格からの比準）

第８条 標準地の評価格からの比準は、比準表を用いて、標準地の個別的要因と各画地の

個別的要因を比較して行うものとする。ただし、当該同一状況地域の属する用途的地域

が比準表に定められていない場合は、類似する用途的地域に係る比準表を適正に補正し

て使用するものとする。

２ 比準表に定められた格差率が当該同一状況地域の実態に適合しないと認められるとき

は、当該格差率を当該同一状況地域の実態に適合するように補正することができるもの

とする。この場合において、格差率の補正は、不動産鑑定業者の意見等により適正に行

うものとする。

（標準地の評価方式）

第１０条 標準地の評価格は、取引事例比較法により求めた価格を基準として、収益還元

法又は原価法により求めた価格を参考として求めるものとする。ただし、取引事例比較

法により価格を求めることが困難な場合は、収益還元法又は原価法により求めた価格を

基準とするものとする。

、 。２ 前項の取引事例比較法 収益還元法及び原価法は付録の式により算定するものとする

（取引事例比較法による評価）

第１１条 取引事例比較法は、次の手順により行うものとする。

（１） 近隣地域（評価対象地を含む同一状況地域をいう ）及び類似地域（近隣地域。

。）を含む同一需給圏内から選定した当該近隣地域と類似した同一状況地域をいう

から多数の取引事例を収集する。

（２） 収集した取引事例の中から適切な事例を選択する。

（３） 選択された取引事例の価格を付録の算定式へ適用し、算定価格を求める。

（４） 事例ごとの算定価格を比較考量して比準価格を求める。
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（取引事例地の選択）

第１２条 取引事例の選択に当たつては、次の各号に掲げる要件を備えたものを選択する

よう努めるものとする。

一 事情補正率が三〇パーセント程度以内で、適正に補正できること

二 取引時期が二年程度以内であること

三 個別的要因の比較が容易であること

四 画地の面積が著しく相違していないこと

五 敷地と建物等が一括して取引されている場合においては、配分法が合理的に適用で

きること

六 違法な取引に係る不動産でないこと

（不動産鑑定評価格との調整）

第１５条 標準地の評価に当たつては、原則として別に不動産鑑定業者に当該標準地の鑑

定評価を求めるものとする。この鑑定評価格と第１０条の規定により求めた評価格との

間に開差があるときは、必要に応じて、当該鑑定を行つた不動産鑑定業者に当該鑑定評

価格を決定した理由について説明を求めるとともに、第１０条の規定により求めた評価

格について、資料の選定及び活用、評価方式の適用の方法等を再検討して、標準地の適

正な評価格を求めるよう努めるものとする。

（公示価格等との均衡）

第１６条 公示価格を規準とする方法は、公示地と標準地の位置、地積、環境等の土地の

客観的価値に作用する諸要因を比較し、相互の価格に均衡を保たせることにより行うも

のとする。

２ 公示価格と標準地の評価格を比較するときは、付録の取引事例比較法の算定式を準用

するものとする。

３ 近隣地域又は類似地域に公示地がない場合において、基準地があるときは、当該基準

地の標準価格と標準地の評価格について前二項に準じて比較を行うものとする。

）(出典：国土交通省資料による
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昭和４８年１０月１８日 最高裁判所判決 
 

 
 

○土地収用補償金請求事件 

（最高裁判所民事判例集２７巻０９号１２１０頁） 

 

【上 告 人】 控訴人・被控訴人 原告 Ａ 外一名 代理人 大塚忠重 
【被上告人】 被控訴人・控訴人 被告 鳥取県知事 石破二朗 

指定代理人 貞家克己 外二名 
【第 一 審】 鳥取地方裁判所倉吉支部 【第二審】 広島高等裁判所松江支部 

 

○判示事項 
旧都市計画法（大正八年法律第三六号）一六条一項に基づき土地を収用する場合に被収用者に

補償すべき価格と当該都市計画事業のため右土地に課せられた建築制限 
 

○判決要旨 

旧都市計画法（大正八年法律第三六号）一六条一項に基づき土地を収用する場合、被収用者に
対し土地収用法七二条（昭和四二年法律第七四号による改正前のもの）によつて補償すべき相

当な価格を定めるにあたつては、当該都市計画事業のため右土地に課せられた建築制限を斟酌
してはならない。 

 

【参照】土地収用法（昭和四二年法律第七四号による改正前のもの）七二条 収用する土地に
対しては、近傍類地の取引価格等を考慮して、相当な価格をもって補償しなければ

ならない。 
旧都市計画法（大正八年法律第三六号）十六条一項 道路、広場、河川、港湾、公
園、緑地其ノ他政令を以テ指定スル施設ニ関スル都市計画事業ニシテ内閣ノ認可ヲ

受ケタルモノニ必要ナル土地ハ之ヲ収用又ハ使用スルコトヲ得 
 

○主   文 
原判決を破棄し、本件を広島高等裁判所に差し戻す。 

 

○理    由 
上告代理人大塚忠重の上告理由について。 

原審は、上告人Ａの所有していた本件第一物件（第一審判決第一目録記載の土地）および上告人
Ｂの所有していた本件第二物件（同第二目録記載の土地。以下、本件第一物件と第二物件とを合わ
せて本件土地という。）が、昭和二三年五月二〇日建設院告示第二一五号に基づく倉吉都市計画の

街路用地と決定され、その後執行年度割の決定およびその変更を経て、昭和三九年一月一四日土地
収用法三三条（昭和四二年法律第七四号による改正前のもの）により被上告人が本件土地に対する

土地細目の公告を行なつたこと、次いで、同法四〇条（昭和三九年法律第一四一号による改正前の
もの）に基づく上告人らと被上告人との協議が不調となつたので、被上告人は、旧都市計画法（昭
和四三年法律第一〇〇号によつて廃止された大正八年法律第三六号都市計画法）二〇条（昭和三九

年法律第一四一号による改正前のもの）により昭和三九年二月一九日収用土地の区域および収用の
時期について建設大臣の裁定を求めたところ、同年三月二三日本件土地を倉吉都市計画街路事業の

用に供するために収用する、収用の時期は鳥取県収用委員会による当該収用にかかる損失補償の裁

昭 和 ４ ６ 年 （ オ ） 第 １ ４ ６ 号 

同４８年１０月１８日第一小法廷判決  
破棄差戻 

参考資料１１ 
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決があつた日から起算して一五日目とする旨の裁定がなされたこと、被上告人は、同年三月二五日
鳥取県収用委員会に対し、本件土地の損失補償についての裁決申請をし、これに対し同委員会は、
同年六月二二日上告人Ａ所有の本件第一物件の損失補償額を五七万五一〇〇円（三・三平方メート

ル当り七一〇〇円）、残地補償額を三万一八〇八円、上告人Ｂ所有の本件第二物件の損失補償額を
一三三万三二〇〇円（三・三平方メートル当り一万一〇〇円）とする旨の裁決（以下、本件裁決と

いう。）をしたこと等の事実を確定したうえ、右収用委員会の損失補償額が相当であるかどうかに
つき、本件土地は、前記のように倉吉都市計画の街路用地と決定され、その結果、建築基準法四四
条二項（昭和四三年法律第一〇一号による改正前のもの。以下同じ。）の建築制限を受けるもので

あるから、本件土地収用による損失補償額の算定にあたつては、本件土地をこのような建築制限を
受けた土地として評価すれば足りるとの解釈のもとに、本件土地の価格を右と同一解釈のもとに評

価したＣ鑑定およびＤ鑑定等に基づき、本件裁決の損失補償額を不当と認められないと判断し、上
告人らの各請求を棄却しているのである。 
おもうに、土地収用法における損失の補償は、特定の公益上必要な事業のために土地が収用され

る場合、その収用によつて当該土地の所有者等が被る特別な犠牲の回復をはかることを目的とする
ものであるから、完全な補償、すなわち、収用の前後を通じて被収用者の財産価値を等しくならし

めるような補償をなすべきであり、金銭をもつて補償する場合には、被収用者が近傍において被収
用地と同等の代替地等を取得することをうるに足りる金額の補償を要するものというべく、土地収
用法七二条（昭和四二年法律第七四号による改正前のもの。以下同じ。）は右のような趣旨を明ら

かにした規定と解すべきである。そして、右の理は、土地が都市計画事業のために収用される場合
であつても、何ら、異なるものではなく、この場合、被収用地については、街路計画等施設の計画

決定がなされたときには建築基準法四四条二項に定める建築制限が、また、都市計画事業決定がな
されたときには旧都市計画法一一条、同法施行令一一条、一二条等に定める建築制限が課せられて
いるが、前記のような土地収用における損失補償の趣旨からすれば、被収用者に対し土地収用法七

二条によつて補償すべき相当な価格とは、被収用地が、右のような建築制限を受けていないとすれ
ば、裁決時において有するであろうと認められる価格をいうと解すべきである。なるほど、法律上

右のような建築制限に基づく損失を補償する旨の明文の規定は設けられていないが、このことは、
単に右の損失に対し独立に補償することを要しないことを意味するに止まるものと解すべきであり、
損失補償規定の存在しないことから、右のような建築制限の存する土地の収用による損失を決定す

るにあたり、当該土地をかかる建築制限を受けた土地として評価算定すれば足りると解するのは、
前記土地収用法の規定の立法趣旨に反し、被収用者に対し不当に低い額の補償を強いることになる

のみならず、右土地の近傍にある土地の所有者に比しても著しく不平等な結果を招くことになり、
到底許されないものというべきである。 
しかるに原判決は、これと異なる解釈のもとに、本件裁決の損失補償額を相当であると判断して、

上告人らの各請求を棄却しているが、右は土地収用法七二条の解釈を誤つたものというべく、この
誤りは原判決に影響を及ぼすことが明らかであるから、論旨は理由があり、原判決は破棄を免れな

い。そして、本件については、さらに前記のような解釈のもとに審理を尽くす必要があるので、民
訴法四〇七条に則り、これを原審に差し戻すのを相当と認め、裁判官全員の一致で、主文のとおり
判決する。 

     最高裁判所第一小法廷 
         裁判長 裁判官    岸   上   康   夫 

             裁判官    藤   林   益   三 
             裁判官    下   田   武   三 
             裁判官    岸       盛   一 

 裁判官大隅健一郎は海外出張中ににつき署名押印することができない 
         裁判長 裁判官    岸   上   康   夫 
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不動産鑑定評価基準（抜粋） 

（平成１４年７月３日国土交通事務次官通知国土地第８３号別添１） 
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第３章 不動産の価格を形成する要因 

 

不動産の価格を形成する要因（以下「価格形成要因」という。）とは、不動産の効用及
び相対的稀少性並びに不動産に対する有効需要の三者に影響を与える要因をいう。不動産

の価格は、多数の要因の相互作用の結果として形成されるものであるが、要因それ自体も
常に変動する傾向を持っている。したがって、不動産の鑑定評価を行うに当たっては、価
格形成要因を市場参加者の観点から明確に把握し、かつ、その推移及び動向並びに諸要因

間の相互関係を十分に分析して、前記三者に及ぼすその影響を判定することが必要である。 
価格形成要因は、一般的要因、地域要因及び個別的要因に分けられる。 

 
第１節 一般的要因 

一般的要因とは、一般経済社会における不動産のあり方及びその価格の水準に影響を与

える要因をいう。それは、自然的要因、社会的要因、経済的要因及び行政的要因に大別さ
れる。 

一般的要因の主なものを例示すれば、次のとおりである。 
Ⅰ 自然的要因 
１．地質、地盤等の状態 

２．土壌及び土層の状態 
３．地勢の状態 

４．地理的位置関係 
５．気象の状態 

Ⅱ 社会的要因 

１．人口の状態 
２．家族構成及び世帯分離の状態 

３．都市形成及び公共施設の整備の状態 
４．教育及び社会福祉の状態 
５．不動産の取引及び使用収益の慣行 

６．建築様式等の状態 
７．情報化の進展の状態 

８．生活様式等の状態 
Ⅲ 経済的要因 
１．貯蓄、消費、投資及び国際収支の状態 

２．財政及び金融の状態 
３．物価、賃金、雇用及び企業活動の状態 

４．税負担の状態 
５．企業会計制度の状態 
６．技術革新及び産業構造の状態 

７．交通体系の状態 
８．国際化の状態 

Ⅳ 行政的要因 
１．土地利用に関する計画及び規制の状態 
２．土地及び建築物の構造、防災等に関する規制の状態 

３．宅地及び住宅に関する施策の状態 
４．不動産に関する税制の状態 

５．不動産の取引に関する規制の状態 
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第２節 地域要因 
地域要因とは、一般的要因の相関結合によって規模、構成の内容、機能等にわたる各地

域の特性を形成し、その地域に属する不動産の価格の形成に全般的な影響を与える要因を

いう。 
Ⅰ 宅地地域 

１．住宅地域 
住宅地域の地域要因の主なものを例示すれば、次のとおりである。 

（１）日照、温度、湿度、風向等の気象の状態 

（２）街路の幅員、構造等の状態 
（３）都心との距離及び交通施設の状態 

（４）商業施設の配置の状態 
（５）上下水道、ガス等の供給・処理施設の状態 
（６）情報通信基盤の整備の状態 

（７）公共施設、公益的施設等の配置の状態 
（８）汚水処理場等の嫌悪施設等の有無 

（９）洪水、地すべり等の災害の発生の危険性 
（10）騒音、大気の汚染、土壌汚染等の公害の発生の程度 
（11）各画地の面積、配置及び利用の状態 

（12）住宅、生垣、街路修景等の街並みの状態 
（13）眺望、景観等の自然的環境の良否 

（14）土地利用に関する計画及び規制の状態 
２．商業地域 

前記１．に掲げる地域要因のほか、商業地域特有の地域要因の主なものを例示すれ

ば、次のとおりである。 
（１）商業施設又は業務施設の種類、規模、集積度等の状態 

（２）商業背後地及び顧客の質と量 
（３）顧客及び従業員の交通手段の状態 
（４）商品の搬入及び搬出の利便性 

（５）街路の回遊性、アーケード等の状態 
（６）営業の種別及び競争の状態 

（７）当該地域の経営者の創意と資力 
（８）繁華性の程度及び盛衰の動向 
（９）駐車施設の整備の状態 

（10）行政上の助成及び規制の程度 
３．工業地域 

前記１．に掲げる地域要因のほか、工業地域特有の地域要因の主なものを例示すれ
ば、次のとおりである。 

（１）幹線道路、鉄道、港湾、空港等の輸送施設の整備の状況 

（２）労働力確保の難易 
（３）製品販売市場及び原材料仕入市場との位置関係 

（４）動力資源及び用排水に関する費用 
（５）関連産業との位置関係 
（６）水質の汚濁、大気の汚染等の公害の発生の危険性 

（７）行政上の助成及び規制の程度 
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Ⅱ 農地地域 
農地地域の地域要因の主なものを例示すれば、次のとおりである。 

１．日照、温度、湿度、風雨等の気象の状態 

２．起伏、高低等の地勢の状態 
３．土壌及び土層の状態 

４．水利及び水質の状態 
５．洪水、地すべり等の災害の発生の危険性 
６．道路等の整備の状態 

７．集落との位置関係 
８．集荷地又は産地市場との位置関係 

９．消費地との距離及び輸送施設の状態 
10．行政上の助成及び規制の程度 

Ⅲ 林地地域 

林地地域の地域要因の主なものを例示すれば、次のとおりである。 
１．日照、温度、湿度、風雨等の気象の状態 

２．標高、地勢等の状態 
３．土壌及び土層の状態 
４．林道等の整備の状態 

５．労働力確保の難易 
６．行政上の助成及び規制の程度 

なお、ある種別の地域から他の種別の地域へと転換し、又は移行しつつある地域につい
ては、転換し、又は移行すると見込まれる転換後又は移行後の種別の地域の地域要因をよ
り重視すべきであるが、転換又は移行の程度の低い場合においては、転換前又は移行前の

種別の地域の地域要因をより重視すべきである。 
 
第３節 個別的要因 

個別的要因とは、不動産に個別性を生じさせ、その価格を個別的に形成する要因をいう。
個別的要因は、土地、建物等の区分に応じて次のように分けられる。 
Ⅰ 土地に関する個別的要因 

１．宅地 
（１）住宅地 

住宅地の個別的要因の主なものを例示すれば、次のとおりである。 
① 地勢、地質、地盤等 
② 日照、通風及び乾湿 

③ 間口、奥行、地積、形状等 
④ 高低、角地その他の接面街路との関係 

⑤ 接面街路の幅員、構造等の状態 
⑥ 接面街路の系統及び連続性 
⑦ 交通施設との距離 

⑧ 商業施設との接近の程度 
⑨ 公共施設、公益的施設等との接近の程度 

⑩ 汚水処理場等の嫌悪施設等との接近の程度 
⑪ 隣接不動産等周囲の状態 
⑫ 上下水道、ガス等の供給・処理施設の有無及びその利用の難易 

⑬ 情報通信基盤の利用の難易 
⑭ 埋蔵文化財及び地下埋設物の有無並びにその状態 

⑮ 土壌汚染の有無及びその状態 
⑯ 公法上及び私法上の規制、制約等 
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（２）商業地 
商業地の個別的要因の主なものを例示すれば、次のとおりである。 

① 地勢、地質、地盤等 

② 間口、奥行、地積、形状等 
③ 高低、角地その他の接面街路との関係 

④ 接面街路の幅員、構造等の状態 
⑤ 接面街路の系統及び連続性 
⑥ 商業地域の中心への接近性 

⑦ 主要交通機関との接近性 
⑧ 顧客の流動の状態との適合性 

⑨ 隣接不動産等周囲の状態 
⑩ 上下水道、ガス等の供給・処理施設の有無及びその利用の難易 
⑪ 情報通信基盤の利用の難易 

⑫ 埋蔵文化財及び地下埋設物の有無並びにその状態 
⑬ 土壌汚染の有無及びその状態 

⑭ 公法上及び私法上の規制、制約等 
（３）工業地 

工業地の個別的要因の主なものを例示すれば、次のとおりである。 

① 地勢、地質、地盤等 
② 間口、奥行、地積、形状等 

③ 高低、角地その他の接面街路との関係 
④ 接面街路の幅員、構造等の状態 
⑤ 接面街路の系統及び連続性 

⑥ 従業員の通勤等のための主要交通機関との接近性 
⑦ 幹線道路、鉄道、港湾、空港等の輸送施設との位置関係 

⑧ 電力等の動力資源の状態及び引込の難易 
⑨ 用排水等の供給・処理施設の整備の必要性 
⑩ 上下水道、ガス等の供給・処理施設の有無及びその利用の難易 

⑪ 情報通信基盤の利用の難易 
⑫ 埋蔵文化財及び地下埋設物の有無並びにその状態 

⑬ 土壌汚染の有無及びその状態 
⑭ 公法上及び私法上の規制、制約等 

２．農地 

農地の個別的要因の主なものを例示すれば、次のとおりである。 
（１）日照、乾湿、雨量等の状態 

（２）土壌及び土層の状態 
（３）農道の状態 
（４）灌漑排水の状態 

（５）耕うんの難易 
（６）集落との接近の程度 

（７）集荷地との接近の程度 
（８）災害の危険性の程度 
（９）公法上及び私法上の規制、制約等 
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３．林地 
林地の個別的要因の主なものを例示すれば、次のとおりである。 

（１）日照、乾湿、雨量等の状態 

（２）標高、地勢等の状態 
（３）土壌及び土層の状態 

（４）木材の搬出、運搬等の難易 
（５）管理の難易 
（６）公法上及び私法上の規制、制約等 

４．見込地及び移行地 
見込地及び移行地については、転換し、又は移行すると見込まれる転換後又は移行

後の種別の地域内の土地の個別的要因をより重視すべきであるが、転換又は移行の程
度の低い場合においては、転換前又は移行前の種別の地域内の土地の個別的要因をよ
り重視すべきである。 

Ⅱ 建物に関する個別的要因 
建物に関する個別的要因の主なものを例示すれば、次のとおりである。 

１．建築（新築、増改築又は移転）の年次 
２．面積、高さ、構造、材質等 
３．設計、設備等の機能性 

４．施工の質と量 
５．耐震性、耐火性等建物の性能 

６．維持管理の状態 
７．有害な物質の使用の有無及びその状態 
８．建物とその環境との適合の状態 

９．公法上及び私法上の規制、制約等 
Ⅲ 建物及びその敷地に関する個別的要因 

前記Ⅰ及びⅡに例示したもののほか、建物及びその敷地に関する個別的要因の主なも
のを例示すれば、敷地内における建物、駐車場、通路、庭等の配置、建物と敷地の規模
の対応関係等建物等と敷地との適応の状態がある。 

さらに、賃貸用不動産に関する個別的要因には、賃貸経営管理の良否があり、その主
なものを例示すれば、次のとおりである。 

１．借主の状況及び賃貸借契約の内容 
２．貸室の稼働状況 
３．修繕計画及び管理計画の良否並びにその実施の状態 
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不動産鑑定評価基準運用上の留意事項（抜粋） 

（平成１４年７月３日国土交通事務次官通知国土地第８３号別添２） 
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Ⅱ 「総論第３章 不動産の価格を形成する要因」について 

 

「総論第３章 不動産の価格を形成する要因」で例示された土地、建物並びに建物及びそ
の敷地に係る個別的要因に関しては、特に次のような観点に留意すべきである。 

 
１．土地に関する個別的要因について 
（１）埋蔵文化財の有無及びその状態について 

文化財保護法で規定された埋蔵文化財については、同法に基づく発掘調査、現状を変
更することとなるような行為の停止又は禁止、設計変更に伴う費用負担、土地利用上の

制約等により、価格形成に重大な影響を与える場合がある。 
埋蔵文化財の有無及びその状態に関しては、対象不動産の状況と文化財保護法に基づ

く手続きに応じて次に掲げる事項に特に留意する必要がある。 

① 対象不動産が文化財保護法に規定する周知の埋蔵文化財包蔵地に含まれるか否か。 
② 埋蔵文化財の記録作成のための発掘調査、試掘調査等の措置が指示されているか否

か。 
③ 埋蔵文化財が現に存することが既に判明しているか否か（過去に発掘調査等が行わ

れている場合にはその履歴及び措置の状況。） 

④ 重要な遺跡が発見され、保護のための調査が行われる場合には、土木工事等の停止
又は禁止の期間、設計変更の要否等。 

（２）土壌汚染の有無及びその状態について 
土壌汚染が存する場合には、汚染物質に係る除去等の費用の発生や土地利用上の制約

により、価格形成に重大な影響を与える場合がある。 

土壌汚染対策法で規定された土壌汚染の有無及びその状態に関しては、対象不動産の
状況と土壌汚染対策法に基づく手続きに応じて次に掲げる事項に特に留意する必要があ

る。 
① 対象不動産が、土壌汚染対策法第３ 条に規定する有害物質使用特定施設に係る工

場又は事業場の敷地を含むか否か、又は同法の施行の前に有害物質使用特定施設に相

当する工場又は事業場の敷地であった履歴を有する土地を含むか否か。 
② 対象不動産について有害物質使用特定施設の使用の廃止に伴い、土壌汚染対策法第

３条に規定する土壌の汚染の状況についての調査義務が発生しているか否か、又は同
法第４条の規定により都道府県知事から土壌の汚染の状況についての調査を実施する
ことを命ぜられているか否か。 

③ 対象不動産について土壌汚染対策法第５条に規定する指定区域の指定がなされてい
るか否か、又は過去において指定区域指定の解除がなされた履歴があるか否か。 

④ 対象不動産について土壌汚染対策法第７ 条の規定により都道府県知事から汚染の
除去等の措置を講ずべきことを命ぜられているか否か。 

２． （略） 

３． （略） 
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Ⅶ 「各論第１章 価格に関する鑑定評価」について 

 

１．宅地について 
（１）～（３） （略） 

（４）対象不動産について土壌汚染が存することが判明している場合又は土壌汚染が存する
可能性のある場合の鑑定評価について 

土壌汚染が存することが判明した不動産については、原則として汚染の分布状況、除

去等に要する費用等を他の専門家が行った調査結果等を活用して把握し鑑定評価を行う
ものとする。なお、この場合でも、「総論第５章 鑑定評価の基本的事項」及び本留意

事項の「Ⅲ「総論第５章 鑑定評価の基本的事項」について」に規定する条件設定に係
る一定の要件を満たす場合には、依頼者の同意を得て汚染の除去等の措置がなされるも
のとしてという条件を付加して鑑定評価を行うことができる。また、「総論第８章 鑑

定評価の手順」及び本留意事項の「Ⅵ「総論第８章 鑑定評価の手順」について」に規
定する客観的な推定ができると認められる場合には、土壌汚染が存することによる価格

形成上の影響の程度を推定して鑑定評価を行うことができる。 
土壌汚染対策法に規定する調査、区域指定、措置等の各手続きに対応した鑑定評価上

の対応を示すと次のようになる。 

① 対象不動産について土壌汚染対策法第３条の規定により土壌の汚染の状況について
の調査義務が発生したとき又は対象不動産について同法第４条の規定により土壌の汚

染の状況についての調査を命ぜられたときには、当該調査の結果を踏まえ、汚染が存
することが判明すればそれを前提に鑑定評価を行うものとする。 

② 対象不動産について土壌汚染対策法第５条に規定する指定区域の指定がなされてい

る場合には、汚染が存することを前提に鑑定評価を行うものとする。 
③ 対象不動産について土壌汚染対策法第７条の規定により都道府県知事から汚染の除

去等の措置を講ずべきことを命ぜられた場合において、何らかの措置が行われた後で
あっても指定区域の指定が解除されない限りは汚染が存することを前提に鑑定評価を
行うものとする。 

④ ①の法定調査の結果土壌汚染の存在が判明しなかった場合、②の指定区域の指定が
解除され指定区域台帳から削除された場合及び使用の廃止を伴わない有害物質使用特

定施設であって、都道府県知事から当該土地の汚染の状況についての調査や汚染の除
去等の措置が命ぜられていない場合には、土壌汚染が存しないとして鑑定評価を行う
ことができるものとする。 

なお、汚染の除去等の措置が行なわれた後でも、心理的嫌悪感等による価格形成へ
の影響を考慮しなければならない場合があることに留意する。 



参考資料１４

土壌汚染対策法の施行状況

全国の平成１６年２月１５日現在の施行状況

法第３条関係
■有害物質使用特定施設の使用が廃止された件数 ５２８件

■土壌汚染状況調査の結果報告件数 ６２件

■土壌汚染状況調査を実施中の件数 １９件

■都道府県知事の確認により調査猶予がされた件数 ３３０件

■上記確認の手続中の件数 ６５件

■その他 ６２件
（調査を実施するか、確認の手続を行うか行政において検討中

のもの等を含む ）。

法第４条関係
■調査命令を発出した件数 ３件
（うち１件は指定区域として指定、１件は指定手続中）

法第５条関係
■基準に適合しない汚染が認められ指定区域として指定した件数

（法第３条：１３件 法第４条：１件）１４件
（３月５日現在 １７件）

■指定区域解除件数 １件

参－29
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土壌汚染対策法に基づく指定区域への指定の状況 

（平成16年３月５日現在） 

 

 

１．東京都立川市上砂町６丁目１番11及び武蔵村山市榎１丁目21番１の各一部 

 ○公示日：平成15年７月29日 

○面 積：2,800㎡ 

○基準超過物質：六価クロム化合物（含有量基準、溶出量基準とも超過） 

ほう素及びその化合物（溶出量基準超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査（電気めっき施設の廃止） 

○対 策：掘削除去等の対策を実施する計画 

 

 

２．神奈川県平塚市南原１丁目455-1の一部及び456の一部 

 ○公示日：平成15年８月27日  

 ○面 積：648㎡ 

○基準超過物質：カドミウム及びその化合物（溶出量基準、含有量基準とも超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査（写真感光材料洗浄施設の廃止） 

○対 策：掘削除去等の対策を実施する計画 

 

 

３．東京都足立区千住関屋町３番４の一部 

 ○公示日：平成15年10月２日 

○面 積：804㎡ 

○基準超過物質：鉛及びその化合物（溶出量基準、含有量基準とも超過） 

        ふっ素及びその化合物（溶出量基準超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査 

（特定事業場から排出される水の処理施設の廃止） 

○対 策：掘削除去を実施 

○解 除：平成15年12月８日（指定した区域の全部の指定を解除） 
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４．東京都大田区下丸子２丁目262番の一部及び263番の一部 

 ○公示日：平成15年10月31日 

○面 積：698㎡ 

○基準超過物質：六価クロム化合物（溶出量基準、含有量基準とも超過） 

        鉛及びその化合物（含有量基準超過） 

        ふっ素及びその化合物、ほう素及びその化合物（溶出量基準超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査 

（酸又はアルカリによる表面処理施設、電気めっき施設の廃止） 

○対 策：掘削除去等の対策を実施する計画 

 

 

５．東京都港区芝浦４丁目69番の一部 

 ○公示日：平成15年12月15日 

○面 積：100㎡ 

○基準超過物質：トリクロロエチレン（溶出量基準超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査 

（科学技術に関する研究等を行う事業場に設置される 

洗浄施設の廃止） 

○対 策：掘削除去等の対策を実施する計画 

 

 

６．埼玉県戸田市氷川町３丁目6654番１、6654番２及び6654番の３の各一部 

 ○公示日：平成15年12月24日 

○面 積：613㎡ 

○基準超過物質：六価クロム化合物、シアン化合物（溶出量基準超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査（電気めっき施設の廃止） 

○対 策：原位置不溶化の措置を実施 

 
 

７．千葉県柏市花野井字前留627番27の一部、同市松葉町６丁目37番の９の一部 他 

 ○公示日：平成16年１月14日 

○面 積：746.8㎡ 

○基準超過物質：ふっ素及びその化合物（溶出量基準、含有量基準とも超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査 

（酸又はアルカリによる表面処理施設の廃止） 
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○対 策：原位置浄化等の対策を実施する計画 

８．神奈川県小田原市南町２丁目698-1の一部 

 ○公示日：平成16年１月16日 

○面 積：2,483.7㎡ 

○基準超過物質：鉛及びその化合物、砒素及びその化合物（溶出量基準超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査 

（科学技術に関する研究等を行う事業場に設置される 

洗浄施設の廃止） 

○対 策：今後、詳細調査を実施し、必要な対策を実施する計画 

 

 

９．東京都昭島市松原町３丁目3737番１及び同番26の各一部 

 ○公示日：平成16年１月27日 

○面 積：900㎡ 

○基準超過物質：ふっ素及びその化合物、ほう素及びその化合物（溶出量基準超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査 

（酸又はアルカリによる表面処理施設の廃止） 

○対 策：掘削除去等の対策を実施する計画 

 

 

10．埼玉県川口市江戸１丁目15番24号 

 ○公示日：平成16年１月27日 

○面 積：90㎡ 

○基準超過物質：鉛及びその化合物（含有量基準超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査 

（酸又はアルカリによる表面処理施設の廃止） 

○対 策：掘削除去等の対策を実施する計画 

 

 

11．大阪府寝屋川市楠根北町２番５号 

 ○公示日：平成16年１月30日 

○面 積：7,180㎡ 

○基準超過物質：シアン化合物、鉛及びその化合物、ふっ素及びその化合物、 

ほう素及びその化合物（溶出量基準、含有量基準とも超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査（電気めっき施設の廃止） 
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○対 策：掘削除去等の対策を実施する計画 

 

12．神奈川県相模原市大山町403番７の一部 

 ○公示日：平成16年２月５日 

○面 積：3,400㎡ 

○基準超過物質：ふっ素及びその化合物（溶出量基準、含有量基準とも超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査 

（酸又はアルカリによる表面処理施設の廃止） 

○対 策：掘削除去等の対策を実施する計画 

 

 

13．東京都西東京市谷戸町２丁目2938番４及び同番９の各一部 

 ○公示日：平成16年２月６日 

○面 積：2,986㎡ 

○基準超過物質：テトラクロロエチレン、トリクロロエチレン、 

ふっ素及びその化合物（溶出量基準超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査 

（酸又はアルカリによる表面処理施設、トリクロロエチレン、テトラク
ロロエチレン又はジクロロメタンによる洗浄施設の廃止） 

○対 策：掘削除去等の対策を実施する計画 
 
 

14．兵庫県加古川市尾上町長田519の一部 

 ○公示日：平成16年２月６日 

○面 積：360㎡ 

○基準超過物質：テトラクロロエチレン（溶出量基準超過） 

○汚染判明の契機：法第４条に基づく調査命令による土壌汚染状況調査 

○対 策：揚水ばっ気による対策を実施中 

 

 

15．千葉県船橋市印内町651番地 

 ○公示日：平成16年２月23日 

○面 積：287㎡ 

○基準超過物質：テトラクロロエチレン、トリクロロエチレン（溶出量基準超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査 

         （洗たく業の用に供する洗浄施設の廃止） 
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○対 策：原位置浄化及び掘削除去等の対策を実施する計画 

 

16．福井県鯖江市神中町２丁目403番１の一部及び403番２ 

 ○公示日：平成16年２月27日 

○面 積：68.04㎡ 

○基準超過物質：ふっ素及びその化合物（溶出量基準超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査 

         （酸又はアルカリによる表面処理施設、電気めっき施設及び 

トリクロロエチレンによる洗浄施設の廃止） 

○対 策：掘削除去等の対策を実施する計画 

 

17．大阪市都島区友渕町１丁目８番５、６、22 及び23 号の各一部 

  ○公示日：平成 16 年３月５日 

○面 積：6,943.9 ㎡ 

○基準超過物質：鉛及びその化合物（溶出量基準、含有量基準とも超過） 

水銀及びその化合物、砒素及びその化合物（溶出量基準超過） 

○汚染判明の契機：法第３条の土壌汚染状況調査 

（科学技術に関する研究等を行う事業場に設置される 

洗浄施設の廃止） 

○対 策：詳細調査の結果を踏まえ、掘削除去等の対策を実施する予定 
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「公共用地に係る土壌汚染地の取得実態に関する調査」結果概要 
 
○アンケート方法 
対  象：都道府県（４７）、政令市（１３）、国土交通省各地方整備局等（１０）、 

関係公団（７）、中核市（３５）  計 １１２起業者 
回答状況：計 １１２起業者（４９事例）（回収率 １００．０％） 

 

Ｑ１：過去５年間（平成１１～１５年）に、公共用地の取得のために、土壌汚染地を買収した事例
等がありますか？（※事例が複数ある場合は、事例ごとに買収時期をお答えください。） 

 
① 土壌汚染地を買収した事例がある。 （  年  月頃）  → Ｑ２へ 

Ｑ．１　①

90.2%

9.8%

事例が「ある」　　　　　
＝11起業者（27事例）

事例が「ない」　　　　　
＝101起業者

 

＜内訳＞ 

土壌汚染対策法 施行前 土壌汚染対策法 施行後 

事 例 買収年月 事 例 買収年月 
事例Ａ 14年12月頃 事例Ｉ 15年３月頃 

事例Ｂ 12年７月頃 事例Ｊ 15年５月頃 

事例Ｃ 11年３月頃 事例Ｋ 15年11月頃 
事例Ｄ 14年８月頃   

事例Ｅ 
（２件） 

12年11月頃まで   

事例Ｆ 
（16件） 

14年３月頃まで   

事例Ｇ 13年８月頃   
事例Ｈ 13年12月頃   

８起業者 ２４事例 ３起業者 ３事例 
※事例が複数ある場合は、件数を（ ）で表示。その他はすべて１件。 
事例Ａ～Ｋについては、Ｑ２以降の集計にも引用 

参考資料１５ 



参－36 

② 買収時には土壌汚染地であることが分からなかったが、工事施工時に判明した事例があ
る。 （  年  月頃） 

Ｑ．１　②

8.9%

91.1%

事例が「ある」　　　　　
＝10起業者（22事例）

事例が「ない」　　　　　
＝102起業者

 
＜内訳及び講じた措置＞ 

土壌汚染対策法 施行前 

事 例 汚染判明年月 講じた措置 

事例Ｌ 14年６月頃 
工事で掘削した土のみを処理施設で処理

した。 
事例Ｍ 13年12月頃 未措置（検討中） 

事例Ｎ 14年４月頃 
道路計画を変更し、道路計画高を約１ｍ

程度上げ、現状地盤を掘削せず汚染土壌を
被覆することとした。 

事例Ｏ 14年８月頃 

買収後の試掘により、当該地が産業廃棄
物の最終処分場であったことが判明した
が、取得時に既に覆土済であり、また、当
該地は付替水路の管理用敷地として利用す
るため工事施行上も支障なしと判断し、措
置は行わなかった。 
現段階では、表土を撤去したのみ。（１

件） 
事例Ｐ 
（３件） 

14年11月頃まで 
未措置（検討中）（２件） 

事例Ｑ 15年10月頃 未措置（検討中） 
工事施工前に従前土地所有者により地区

外搬出（土壌入替え）を実施。（６件） 
起業者又は土地譲受者が工事施工前後に

地区外搬出（土壌入替え）を実施したが、
費用は従前土地所有者が負担。（２件） 
起業者が、溶出物質については地区外搬

出（土壌入替え）を、含有物質については
現地覆土を実施したが、費用は従前土地所
有者が負担。（１件） 

事例Ｒ 
（10件） 

13年９月頃まで 

対策検討中（１件） 

７起業者 １８事例  
※事例が複数ある場合は、件数を（ ）で表示。その他はすべて１件。 
土壌汚染対策法の対象物質以外の汚染原因物質に関する事例も含めた。 
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土壌汚染対策法 施行後 

事 例 汚染判明年月 講じた措置 
事例Ｓ 
（２件） 

15年７月頃まで 
汚染土壌について地区外搬出を実施し

た。 

事例Ｔ 15年８月頃 

現在未措置であるが、今後、環境担当部
局及び汚染原因者が協議の上、土壌汚染対
策措置（土壌入替え）を行うこととしてい
る。 

事例Ｕ 15年５月頃 
汚染土を除去し、管理型埋立処分場へ搬

出した。 

３起業者 ４事例  
※事例が複数ある場合は、件数を（ ）で表示。その他はすべて１件。 
土壌汚染対策法の対象物質以外の汚染原因物質に関する事例も含めた。 

 
 
 

③ 買収地が土壌汚染地であった事例はない。 

Ｑ．１　③

17.0%

83.0%

事例が「ない」　　　　　
＝93起業者

①②で事例が「ある」と答
えた起業者の合計　　　　
＝19起業者

 

 
 
 
Ｑ２：Ｑ１で①の土壌汚染地を買収した事例があると答えた場合、土壌汚染の減価の算定に当たっ

ての基本的な考え方は、次の①～④のいずれによるものでしたか？ 
（※事例が複数ある場合は、事例ごとにお答えください。） 

 
① 完全浄化費用を減価した。 → Ｑ３へ 
（土壌汚染対策法で指定区域解除に該当するような汚染を完全に除去するための措置費用

を減価する方法。） 
【「完全浄化費用を減価した。」と答えた起業者：０】 
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② 最低限の土壌汚染対策費用を減価した。 → Ｑ３へ 
（当該土地の属する用途的地域における通常の利用方法を可能とするために最低限必要と
なる、想定上の土壌汚染対策費用のみを減価する方法。） 

Ｑ．２　②

9.1%

「最低限の土壌汚染対策費
用を減価した。」　　　　
＝1起業者

 

＜内訳＞ 

土壌汚染対策法 施行後 

事 例 買収年月 当該減価とした根拠 

事例Ｋ 15年11月頃 

平成15年４月30日付け国総国調第14号国

土交通省総合政策局国土環境・調整課長通
達「公共用地の取得における土壌汚染への
対応に係る取扱指針」に基づき、最低限の
土壌汚染対策費用（５cmのアスファルト舗
装に要する費用）を減価した。 

１起業者 １事例  
 
 
 

③ その他の減価方法によって算定した。 → Ｑ３へ 

（具体的に：                           ） 

Ｑ．２　③

9.1%

「その他の減価方法によっ
て算定した。」　　　　　
＝1起業者

 

土壌汚染地を買収した事例がある
と答えた起業者数に占める割合 

土壌汚染地を買収した事例がある
と答えた起業者数に占める割合 
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＜内訳＞ 

土壌汚染対策法 施行後 

事 例 買収年月 当該減価方法とした根拠 

事例Ｉ 15年３月頃 

土地の買収価格の決定に当たっては、複
数の不動産鑑定の結果をもとに、審議会の

答申を受けて総合的に比較検討した結果、
最低限の土壌汚染対策費用を超えて減価す
ることとした。当該鑑定結果においては、
スティグマが考慮されていたが、具体的な
土地の買収価格の算定については、提出さ
れた鑑定書のとおり算定したわけではな
く、委員の間で総合的に判断し決定した。 
なお、減価額についての具体的な考え方

や明確な積算根拠は公表していない。 

１起業者 １事例  
 
 
 

④ 減価しなかった。 

Ｑ．２　④

81.8%

「減価しなかった。」　　
＝9起業者（25事例）

 
＜内訳＞ 

土壌汚染対策法 施行前 

事 例 買収年月 減価しなかった根拠 

事例Ａ 14年12月頃 
被補償者が買収前に土壌汚染対策（土壌

入替え）を実施したため。 

事例Ｂ 14年５月頃 
代替地提供者の負担により土壌改良（土

壌入替え）を行ったため。 

事例Ｃ 11年３月頃 
起業者が取得後、売主が土壌改良（土壌

入替え）をすることになっていたため。 

事例Ｄ 14年８月頃 
被補償者が自主的に措置（掘削除去）を

講じた後に契約したため。 
事例Ｅ 
（２件） 

12年11月頃まで 
相手方が自主的に土壌汚染対策（市条例

に基づく措置）を実施したため。 

事例Ｆ 
（16件） 

14年３月頃まで 
土壌汚染対策については、売主の負担の

もと、売主の責任において実施（土壌入替
え）したため。（11件） 

土壌汚染地を買収した事例がある
と答えた起業者数に占める割合 
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土壌汚染に係る調査・対策の費用は、従
前土地所有者の負担で地区外搬出（土壌入
替え）したため。（４件） 

  

土壌汚染に係る調査・対策の費用は、従
前土地所有者の負担で地区外搬出（土壌入
替え）する予定のため。（１件） 

事例Ｇ 13年８月頃 
用地取得前に覚書を締結し、（土地所有

者による）土壌改良（土壌入替え）実施
後、土地開発公社が取得したため。 

事例Ｈ 13年12月頃 
買収の際参考とした不動産鑑定書に土壌

汚染に関する減価要因は考慮されていなか
ったため。 

８起業者 ２４事例  
※事例が複数ある場合は、件数を（ ）で表示。その他はすべて１件。 

 

土壌汚染対策法 施行後 

事 例 買収年月 減価しなかった根拠 

事例Ｊ 15年５月頃 
土地所有者に汚染の除去（土壌入替え）

を義務付けたため。 

１起業者 １事例  
 
 
 

Ｑ３：Ｑ２で答えたもの以外に減価要因を考慮したものがありましたか？ 
（※複数回答可。事例が複数ある場合は、事例ごとにお答えください。） 

 
① 調査費用 
【「調査費用」と答えた起業者：０】 

 
 
 

② スティグマ（心理的嫌悪感） 

Ｑ．３　②

9.1%

「スティグマ（心理的嫌悪感）」
＝1起業者（Ｑ２③の再掲）

 

土壌汚染地を買収した事例がある
と答えた起業者数に占める割合 
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＜内訳＞ 

土壌汚染対策法 施行後 

事 例 買収年月 スティグマを考慮した根拠 

事例Ｉ 
（Ｑ２③の再掲） 

15年３月頃 

土地の買収価格の決定に当たっては、複
数の不動産鑑定の結果をもとに、審議会の

答申を受けて総合的に比較検討した結果、
最低限の土壌汚染対策費用を超えて減価す
ることとした。当該鑑定結果においては、
スティグマが考慮されていたが、具体的な
土地の買収価格の算定については、提出さ
れた鑑定書のとおり算定したわけではな
く、委員の間で総合的に判断し決定した。 
なお、減価額についての具体的な考え方

や明確な積算根拠は公表していない。 

１起業者 １事例  
 
 
 

③ その他の減価要因（具体的に：                  ） 
【「その他の減価要因」と答えた起業者：０】 
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「民間土地取引に係る土壌汚染地の取扱実態に関する調査」結果概要 

 

１．調査方法、調査対象 

（１）調査方法 

・民間土地取引における土壌汚染地の取引事例及び土地評価の考え方をヒアリング

調査。 

（２）調査対象 

①デベロッパー（3 社：マンション系 2 社、オフィス系 1 社） 

②不動産鑑定士（2 社） 

③不動産仲介業者（1 社） 

④銀行（2 社） 

 

２．調査結果概要 

回答概要 
調査対象 減価の対象となる土壌汚染対策 

措置のレベルについて 
心理的嫌悪感（スティグマ） 

による減価について※1 

①デベロッパー 

・マンション用地は、浄化措置※2
まで実施しないと実際に売れな
いため、浄化措置を実施。 

・オフィスビル用地は、将来の転
売可能性を念頭に、浄化措置を
実施。 

・土壌汚染がもともとない土地
と浄化措置を講じた土地の価
格評価は同じであると考える
ことから心理的嫌悪感（ステ
ィグマ）は考慮しない、又は、
心理的嫌悪感（スティグマ）
が考慮されるような土地は購
入しない。 

②不動産鑑定士 

・浄化措置が前提であるという回
答と、覆土・不溶化などのリス
ク低減措置で最有効使用が可能
となる場合も存在するという回
答が存在。 

・心理的嫌悪感（スティグマ）
を考慮。ただし、査定方法は、
確立していない。 

③不動産仲介業者 

・対策措置のレベルは、土地の希
少性・用途等をふまえた取扱と
なるだろう。 

・土地に希少性があり、その売買
後の用途が工場等であれば、覆
土等で取引がなされる場合も存
在する。 

・心理的嫌悪感（スティグマ）
を考慮。ただし、査定方法は、
確立していない。 

④銀行 

・担保価値評価上は、浄化措置が
前提であるという回答と、現在
検討中という回答が存在。 

・心理的嫌悪感（スティグマ）
を考慮するという回答と考慮
しないという回答の両方が存
在。 

※ 1：土壌汚染がもともとない土地と浄化措置を講じた土地とを比較した際にスティグ

マが考慮されるか（価格評価が異なるかどうか）という観点での回答。 

※ 2：土壌汚染対策法で指定区域解除にあたる措置が行われた状態（以下、同様）。 

参考資料１６ 
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３．「減価の対象となる土壌汚染対策措置のレベルについて」の分析 

・ヒアリング先により数字に若干の差異は存在するが、概ね取り扱う土地取引の約

1 割で土壌汚染の可能性が存在する。 

・また、法施行後まだ 1 年しか経過していないこと及び地歴調査等の調査結果によ

り契約前に土地取引を断念する場合もあることなどから、土壌汚染地に係る土地

取引事例は、それほど多くはないのが現状である。 

・従って、土壌汚染対策法の施行後の土地取引事例から、どのような措置が一般的

な措置であるかにつき傾向を分析するには事例の集積が十分ではなく、今後、マ

ンション利用などに限らず広範な利用形態におけるさらなる事例の集積を待つ必

要がある。 

・ヒアリングの範囲内でも、浄化措置を行うという回答以外にも、措置については、

「法律に基づく要請や最有効使用との関係から、浄化措置が必要な場合もあれば

覆土・不溶化などのリスク低減措置で最有効使用が可能となる場合もある。」とい

う考えに基づき、工専地域の工場用地売買案件につき、最有効使用を工場として

設定し、覆土の措置で十分として鑑定しようとした例も存在し、民間土地取引市

場においては、措置の内容は必ずしも画一的であるとは言えないのが現状と考え

られる。 

 

４．「心理的嫌悪感（スティグマ）による減価について」の分析 

・ヒアリングの範囲でも、デベロッパーは、土壌汚染がもともとない土地と浄化措置

を講じた土地の価格評価は同じであると考えることから心理的嫌悪感（スティグマ）

は考慮しないという回答を、不動産鑑定士は、土壌汚染がもともとない土地と浄化

措置を講じた土地を比較した場合、浄化措置を講じた土地には心理的嫌悪感（ステ

ィグマ）を考慮するという回答をしているように、その取扱の有無について意見

が分かれている。 

・また、心理的嫌悪感（スティグマ）を考慮すると回答した不動産鑑定士も、その

算定（数値化）の明確な方法論・基準等は確立しておらず、今後検討を進めてい

くべき事項としている。 

・従って、心理的嫌悪感（スティグマ）については、民間土地取引市場においては、

減価するかどうか、どの程度減価するかについて、様々な取扱いがされているの

が現状と考えられる。 



参考資料１７

国 総 国 調 第 １ ４ 号

平成１５年４月３０日

各地方整備局用地部長

北海道開発局開発監理部長 あて

沖縄総合事務局開発建設部長

国土交通省総合政策局

国 土 環 境 ・ 調 整 課 長

公共用地の取得における土壌汚染への対応について

土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号。以下「法」という ）は、平成１。

４年５月２９日に公布され、平成１５年２月１５日に施行されたところである。

また、平成１５年１月１日に施行された改正不動産鑑定評価基準（平成１４年７

。 「 」 。）月３日付国土交通省事務次官通知別添１ 以下 不動産鑑定評価基準 という

においては、不動産の価格形成要因として「土壌汚染の有無及びその状態」が明

記されたところである。このため、今後の公共用地の取得においては、土壌汚染

による影響等を十分に考慮に入れて、土壌汚染の状況を踏まえた適正な損失補償

を行う等、土壌汚染への適切な対応が必要となる。

このような状況にかんがみ、今後の公共用地の取得にあたって起業者が留意す

べき事項を取りまとめ 「公共用地の取得における土壌汚染への対応に係る取扱、

指針 （以下「取扱指針」という ）を作成したので、別添のとおり、通知する。」 。

各地方整備局等におかれては、取扱指針に従い、適正かつ円滑な公共用地取得に

努められたい。

なお、取扱指針については、今後の法の施行状況、公共用地取得や宅地取引の

実態、更には各方面からの意見等を踏まえ、必要に応じ、見直しを行うべきもの

であることを申し添える。

また、取扱指針は、法に規定する土壌汚染への対応を念頭に置いて取りまとめ

たものであることから、地方公共団体の条例により対策が必要となる土地等につ

いては、直ちにこの取扱指針を適用できるものではないので、ここに示された考

え方も参考にしながら、個々の事例に即して対応されたい。
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（別添）

公共用地の取得における土壌汚染への対応に係る取扱指針

Ⅰ 定義

この「公共用地の取得における土壌汚染への対応に係る取扱指針」において、

以下の定義を設けることとする。

１ 「土壌汚染がある状態」．

「 」 、 （ 。土壌汚染がある状態 とは 土壌汚染対策法 平成１４年法律第５３号

以下「法」という ）第２条第１項に規定する「特定有害物質」が、法第。

５条第１項の環境省令に定める基準に適合しない状態をいう。

２ 「任意調査」．

「任意調査」とは、起業者の負担により任意で行われる土壌汚染状況の調

査をいう。この調査は、土地評価額の適正な算定のため、用地調査・測量

の一環として行うもので、土地所有者等の協力のもと、法に規定された指

定調査機関に依頼の上、法で規定された方法により行うものをいう。

３ 「指定区域地」．

「指定区域地」とは、現に法第５条の「指定区域」に指定された土地をい

う。

４ 「未指定土壌汚染地」．

「未指定土壌汚染地」とは、任意調査等により土壌汚染があることが確認

されている土地であって、法第５条の「指定区域」の指定を受けていない

ものをいう。

５ 「土壌汚染不明地」．

「土壌汚染不明地」とは、任意調査を行っていない等の理由により、土地

売買契約時点において、土壌汚染があるか否か分からない状態にある土地

をいう。

６ 「非土壌汚染地」．

「非土壌汚染地」とは、当該土地の過去の履歴、調査・浄化措置の実施状

況等により、土壌汚染がないことが確認できる又は土壌汚染を価格形成要

因から除外できる土地をいう。
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Ⅱ 土地の類型別整理

＜手順＞

１．まず、土地の現況を確認する。

２．確認した土地の現況ごとに、以下に定める方法により、当該土地を類

型別に整理する。

①現に法第７条の措置命令が発出されている土地

（ 、 ）※法第７条の命令は 法第５条の指定区域に指定された土地に対して発出される

１）命令に係る措置の履行を確認する。

（ 、２ ａ 土壌汚染の除去を伴わない措置が実施された場合） ） ※立入禁止

舗装、盛土（覆土）など）

⇒引き続き、指定区域は解除されないため、指定区域地と

して取り扱う。

（※掘削除去、原位ｂ）土壌汚染の除去を伴う措置が実施された場合

置浄化など）

⇒指定区域は解除されることとなるため、非土壌汚染地と

して取り扱う。

②現に指定区域に指定されている土地（①を除く ）。

⇒指定区域地として取り扱う。

③現に法第４条の調査命令が発出されている土地

１）命令に係る法第４条の調査の履行を確認する。

２）ａ）法第４条の調査により土壌汚染が発見された場合

⇒指定区域に指定されることとなるため、当該指定を受ける

こととなる区画のみを指定区域地として取り扱う （その他。

は非土壌汚染地）

ｂ）法第 条の調査により土壌汚染が発見されなかった場合4
⇒非土壌汚染地として取り扱う。

④現に有害物質使用特定施設（※）が存在する土地

※有害物質使用特定施設（法第３条第１項）

水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）第２条第２項に規定する特定

施設であって、同条第２項第１号に規定する物質（特定有害物質であるもの

に限る ）をその施設において製造し、使用し、又は処理するものをいう。。

１）土地所有者等に任意調査（法第３条の「土壌汚染状況調査（法第

２条第２項 」とは異なることに注意）の実施への協力を求める。）
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２）ａ）任意調査により土壌汚染が発見された場合

⇒任意調査により土壌汚染が発見されても指定区域には指定

されないことから、未指定土壌汚染地として取り扱う。

ｂ）任意調査により土壌汚染が発見されなかった場合

⇒非土壌汚染地として取り扱う。

ｃ）任意調査を実施できなかった場合

⇒土壌汚染があるか否か分からない状況にあることから、土

壌汚染不明地として取り扱う。

＜参考＞

土地所有者等は、有害物質使用特定施設の廃止の時点で、法第３条に基づく

土壌汚染状況調査を別途行う必要がある。

なお、任意調査により汚染が発見された土地の土地所有者等は、有害物質使

用特定施設の廃止の時点で、画地全体について指定区域の指定を受けること

を条件に、任意調査の結果をもって法第３条の土壌汚染状況調査に代えるこ

とができる（具体的には都道府県知事と調整の必要あり 。ただし、複数の。）

特定有害物質を製造、使用又は処理していた有害物質使用特定施設の場合に

は、これら全ての特定有害物質について、基準値を超える汚染が発見されて

いる場合に限定されることに留意する必要がある。

⑤①～④以外の土地

ⅰ）過去の調査履歴や土地の利用履歴等を確認する。

◎土地の履歴等の確認

○登記簿、住宅地図等による調査

一般に、登記簿に記載された土地の所有者、建物の所有者・用途から、当

該土地の利用履歴を一定程度推測することが可能な場合があり、住宅地図

、 。から 当該土地の現在及び過去の用途を確認・推測することが可能である

また、こうした調査の対象時期を遡ったり、精度を上げるために、航空写

真や過去の地形図等が有効な場合もある。

なお、この場合、周辺からの汚染の流入の可能性にも留意し、当該土地の

隣地の状況についても確認しておく必要がある。

○聞き取り調査等

当該土地の利用履歴や汚染状況に関しては、登記簿、住宅地図等の資料と

、 、 、 、併せて 現地の地方公共団体環境部局 不動産仲介業者 土地家屋調査士

地元精通者等に確認することが有効な場合もある。

なお、この場合、周辺からの汚染の流入の可能性にも留意し、当該土地の

隣地の状況についても確認しておく必要がある。
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ⅱ）ア）過去の何らかの調査により、土壌汚染があることが確認された土地

⇒指定区域には指定されていないが、土壌汚染がある土地である

ことから、未指定土壌汚染地として取り扱う。

イ）当該土地の履歴から、過去に 「土壌が汚染される可能性が高い用、

途 （※）で用いられたことがある土地」

※「土壌が汚染される可能性が高い用途」の例

法第３条の有害物質使用特定施設、産業廃棄物最終処分場、特定有害

物質を取り扱う研究施設 など

１）土地所有者等に任意調査の実施への協力を求める。

２）ａ）任意調査により土壌汚染が発見された場合

⇒任意調査により土壌汚染が発見されても指定区域には指

定されないことから、未指定土壌汚染地として取り扱う。

ｂ）任意調査により土壌汚染が発見されなかった場合

⇒非土壌汚染地として取り扱う。

ｃ）任意調査を実施できなかった場合

⇒土壌汚染があるか否か分からない状況にあることから、

土壌汚染不明地として取り扱う。

ウ）土地の履歴が不明である土地

１）土地所有者等に任意調査の実施への協力を求める。

２）ａ）任意調査により土壌汚染が発見された場合

⇒任意調査により土壌汚染が発見されても指定区域には指

定されないことから、未指定土壌汚染地として取り扱う。

ｂ）任意調査により土壌汚染が発見されなかった場合

⇒非土壌汚染地として取り扱う。

ｃ）任意調査を実施できなかった場合

⇒土壌汚染があるか否か分からない状況にあることから、

土壌汚染不明地として取り扱う。

エ）土壌汚染を価格形成要因から除外できる土地

土壌汚染を価格形成要因から除外できる土地とは、以下の土地

をいう。

・法第７条の規定により、汚染の除去の措置がなされ、指定

区域の指定が解除されたことが確認できる土地

・過去に法で規定された基準を満たす調査がなされ、その結

果土壌汚染がないことが確認できる土地

・過去に 「土壌が汚染される可能性が高い用途」で用いられ、

たことがないことが確認できる土地

⇒土壌汚染が価格形成に大きな影響を与えることがないと判

断されるため、非土壌汚染地として取り扱う。
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Ⅲ 土地売買契約の締結

Ａ： 指定区域地」の場合「

・土地補償額の算定はⅣの考え方に基づき算定する。

・土地売買契約の締結にあたり、必要に応じて 「土地所有者等が汚染原、

因者であると特定された場合には、別途、法に基づき措置命令又は措

置費用の求償が行われる場合がある」ことを告知する。

Ｂ： 未指定土壌汚染地」の場合「

・土地補償額の算定はⅣの考え方に基づき算定する。

・土地売買契約の締結にあたり、必要に応じて 「土地所有者等が汚染原、

因者であると特定された場合には、別途、法に基づき措置命令又は措

置費用の求償が行われる場合がある」ことを告知する。

（ ） ） ） 、 、⇒現に有害物質使用特定施設が存在する場合 ④２ ａ のケース は 契約後

土地所有者等は有害物質使用特定施設の廃止の日から起算して１２０日以内に

法第３条の土壌汚染状況調査を行わなければならない。土地の引渡しは、当該

調査の結果を確認した後に行うこととする。

Ｃ： 土壌汚染不明地」の場合「

・土地補償額の算定は、土壌汚染がないものとして、通常の方法で行う。

・ケースに応じ、以下のように、土地売買契約に特約を設ける等の措置

を行う。

◎現に有害物質使用特定施設が存在する場合（④２）ｃ）のケース）

・土地売買契約書に、以下の趣旨の特約を設ける。

「土地売買契約締結後土地の引渡しまでに、

①土地所有者等は法第３条の土壌汚染状況調査を行うものとする

②当該調査において土壌汚染が発見された場合には、当初契約金

額を減額した変更契約を締結するものとする」

・この場合、法第３条の土壌汚染状況調査により土壌汚染が発見さ

れた場合には、上記の契約金額の減額分について、精算金支払い

時（土地の引渡し時）に、当該精算金から控除することとする。

⇒土地売買契約後、土地所有者等は、有害物質使用特定施設の廃止の日から

起算して１２０日以内に、法第３条の土壌汚染状況調査を行わなければな

。 、 。らない 土地の引渡しは 当該調査の結果を確認した後に行うこととする

⇒土地売買契約の解除要件として 「特約に係る事項を履行しないとき」を、

加えることとする。
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◎上記以外の場合（⑤イ）２）ｃ）及び⑤ウ）２）ｃ）のケース）

・土地売買契約書に、以下の趣旨の特約を設ける。

「土地売買契約締結後土地の引渡しまでに、

①起業者は当該土地で任意調査を行うものとし、土地所有者は

これに異議を唱えないものとする

②当該調査において土壌汚染が発見された場合には、当初契約

金額を減額した変更契約を締結するものとする」

・この場合、任意調査により土壌汚染が発見された場合には、上記

の契約金額の減額分について、精算金支払い時（土地の引渡し時）

に、当該精算金から控除することとする。

⇒土地の引渡しは、当該調査の結果を確認した後に行うこととする。

⇒土地売買契約の解除要件として 「特約に係る事項を履行しないとき」を、

加えることとする。

Ｄ： 非土壌汚染地」の場合「

・通常の土地売買契約を締結する。

⇒④２）ｂ）のケースは、契約後、土地所有者等は有害物質使用特定施設の廃止

の日から起算して１２０日以内に法第３条の土壌汚染状況調査を行わなければ

ならない。土地の引渡しは、当該調査の結果を確認した後に行うこととする。
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Ⅳ 土地補償額の算定について

・通常の公共用地に係る土地補償額の算定においては、土地評価事務処理要領

に従い、原則として標準地比（公共用地の取得に伴う損失補償基準細則別記一）

準評価法により行われている。

・土壌汚染地についても、土地補償額の算定は、原則として標準地比準評価法

により行うものとする。

・また、具体的な算定にあたっては、不動産鑑定評価基準の改正（平成１４年

７月３日国土交通事務次官通知）により「土壌汚染の有無及びその状態」が

不動産の価格形成要因として新たに例示されたことを受けて、汚染の除去費

用等を減価要因として織り込む等により、評価を行うことが必要である。

◎標準地比準評価法の流れに則して、土壌汚染地の土地補償額の算定の考え方

を示すと以下のようになる。

＜標準地比準評価法＞

（※優良住宅地域、①用途的地域を地域的特性に着目して同一状況地域に区分

普通商業地域、中小工業地域など）

②同一状況地域ごとに一の標準地を選定

・標準地は「同一状況地域において個別的要因が概ね標準的と認められる

一の画地」として、その地域を代表する最も標準的な画地を選定する

こととされていることから、地域全体が土壌汚染地でない限り、土壌

汚染のない土地を標準地として選定する。

③標準地を取引事例比較法により評価

④標準地の評価格から比準して各画地の評価格を求める

（昭和５０年国土地第４１）標準地の評価格からの比準は、土地価格比準表

を用いて各要因ごとに行うこととされ号別添一。以下 「比準表」という ）、 。

ているが、比準表に定められた格差率が実態に適合しないと認められ

るときは、不動産鑑定業者の意見等により、実態に適合するように補

（公共用地の取得に伴う損失補償基正することができることとされている。

）準細則別記一第８条

２）現行の比準表には、個別的要因として 「環境条件」に「地勢・地質、

・地盤等の良否」という項目があるが、土壌汚染が織り込まれたもの

ではないことから、比準表をそのまま使用して土壌汚染地の土地補償

額を算定することはできない。

３）このため、標準地から土壌汚染地への比準にあたっては、不動産鑑

定業者の意見等を踏まえ、別途、適切な補正額（土壌汚染による減価

額）を算定することとする。
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４）土壌汚染による具体的な減価額は、土地の補償額は当該土地の財産

価値に基づき判断すべきことを踏まえると、当該土地の属する用途的

地域における通常の利用方法を可能とするために最低限必要となる、

想定上の土壌汚染対策費用とすることとする。

ただし、法７条の措置等が講じられたことにより、既に通常の利用

が可能な状態にある土壌汚染のある土地については、減価の必要がな

いことに留意する必要がある （例えば、通常の利用が可能な状態の実。

現のための措置が盛土（覆土）である土壌汚染のある土地において、

既に盛土（覆土）が施されている場合 ）。

＜算定方法の例＞

※一戸建専用住宅が標準的な住宅地域に存在するクリーニング工場敷地の土地

補償額

ⅰ当該土地における通常の利用方法は一戸建住宅と判断。

ⅱ当該土地を一戸建住宅に用いることを想定した場合に、最低限必要な土壌

汚染対策措置を「盛土（覆土 」と判断。）

ⅲ当該土地の土壌汚染のある区画に盛土（覆土）を施すための費用を算定。

、 （ ） 、ⅳ標準地からの比準にあたって 当該盛土 覆土 のための費用を減価して

当該土地の補償額を算定。

５）なお 「指定区域地」の場合には、法第９条第４項の命令により土地、

、 、の形質の変更の施行方法が制限されることから 当該制限の程度に応じ

４）の減価と併せ 「公法上の規制の程度」の要因において 「普通」、 、

の状態よりも「強い」と判断すべき場合があることに留意するものとす

る。
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Ⅴ その他

○法第３条に基づく土壌汚染状況調査に要する費用の損失補償上の取扱いにつ

いて

・土地所有者等が法第３条の土壌汚染状況調査を実施する場合の費用につい

ては、当該土地の財産権に内在する負担であると考えられることから、

当該調査費用自体は損失補償の対象とはしないこととする。

・ただし、当該調査費用は、本来、土地所有者等が当該施設を廃止する将来

の時点で発生するはずのものであることから、公共用地の取得に伴い調

査費用の支出が早められることによる当該費用に係る得べかりし運用益

の損失（運用益損失分）については 「通常生ずる損失」として補償する、

こととする。

○心理的嫌悪感について

・土壌汚染に係る心理的嫌悪感の影響による減価については、私人同士の通

常の取引においても、その有無を含めて、定型的に減価できるほど一般

化普遍化されているとは言い難い状況であることから、当面、土地の補

償額の減価要因としては扱わないこととする。

○都道府県環境担当部局との緊密な連携

・任意調査において土壌汚染の存在を確認した場合には、都道府県環境担当

部局に連絡を取るよう努めることとする。

・土地の利用履歴の確認の場合や公共用地取得予定地に有害物質使用特定施

設に該当すると考えられる施設がある場合には、都道府県環境担当部局と

の緊密な連携を取ることとする。
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参考資料１８

事 務 連 絡

平成１５年７月 ７日

各地方整備局用地部用地第一課長

北海道開発局開発監理部用地課長 あて

沖縄総合事務局開発建設部用地課長

国土交通省総合政策局

国土環境・調整課 調整官

土壌汚染に関する土地利用履歴等調査について

公共用地の取得における土壌汚染への対応については 「公共用地の取得における、

土壌汚染への対応に係る取扱指針 （平成１５年４月３０日付け国土環境・調整課長」

通達 以下「取扱指針」という ）により行うこととされているところであるが、取。

扱指針「Ⅱ 土地の類型別整理」のため必要となる「土壌汚染に関する土地利用履歴

等調査要領（案 （以下「調査要領(案)」という ）を別添のとおり作成したので、）」 。

参考とされたい。

なお、調査要領（案）は、今後具体的な運用を踏まえた上で 「地方整備局用地調、

査等業務請負基準準則」に位置付ける予定としていることを申し添える。
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土壌汚染に関する土地利用履歴等調査要領（案）

（総則）

第１ 取得等の対象となる土地（以下「対象地」という ）及び対象地に有害物質が流入。

するおそれのある隣接地（以下対象地とあわせ「対象地等」という ）について、土。

壌汚染のある土地、又は、土壌汚染のおそれがある土地に該当するか否かを確認し、

対象地に対する土壌汚染調査（任意調査等）実施の必要性を判定するため、以下によ

り、土壌汚染に関する土地利用履歴等調査（以下「調査」という ）を実施するもの。

とする。

（定義）

第２ この要領において 「土壌汚染のある土地」とは土壌汚染対策法（平成１４年法律、

第５３号（以下「法」という ）第２条第１項に規定する特定有害物質、ダイオキ。）

シン類対策特別措置法（平成１１年法律第１０５号）第２条第１項に規定するダイオ

キシン類、農用地の土壌の汚染防止に関する法律（昭和４５年法律第１３９号）第２

条第３項に規定する特定有害物質、その他地方公共団体が定める条例において規定す

る有害物質が基準値を超過して存在する土地をいう。

２ 「土壌汚染のおそれがある土地」とは、土壌が汚染される可能性が高い用途として

利用され又は利用された可能性のある土地、有害物質を含有する残土等により造成さ

、 。れた可能性のある土地 有害物質を投棄し又は埋め立てた可能性のある土地等をいう

３ 「土壌が汚染される可能性が高い用途」とは、第１項に掲げる法令等に規定する有

害物質を使用、保管又は排出する施設等であって、以下に掲げるもの等をいう。

①有害物質使用特定施設（法第３条第１項）

②ダイオキシン類対策特別措置法第２条第２項に規定する特定施設

③残土置き場、処分場

④軍需工場

（調査の実施等）

第３ 調査は、第４に掲げる第一段階調査、第６に掲げる第二段階調査を順次実施するも

のとする。

（第一段階調査）

第４ 第一段階調査は、次に掲げる調査を行う。

１ 法令関係資料の調査

第２第１項に規定する法令に基づく各種届出書類、法第６条に基づき都道府県知

事が調製する指定区域台帳等の閲覧により、法３条の特定施設に該当しているか、

法第４条に規定する都道府県知事による調査命令の発出及び調査実施の有無、法第

５条に規定する指定区域の指定の有無、法第７条に規定する措置命令の発出及び措
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置の実施の有無、ダイオキシン類対策特別措置法第２９条に規定するダイオキシン

類土壌汚染対策地域の指定の有無、農用地の土壌の汚染防止に関する法律第３条に

規定する農用地土壌汚染対策地域の指定の有無を確認すること等により、対象地等

が既に土壌汚染地として把握されているか否かを調査するものとする。

２ 現地踏査

現地踏査により、土地の現況利用の状況を確認し、第２第２項及び第３項に定め

る汚染の可能性のある箇所等について調査する。

３ 都道府県政令市の環境担当部局及び地元自治体に対する聞き取り等調査

対象地等が過去に土壌が汚染される可能性の高い用途に供されていたか否かを把

、 。握するために次の情報について聞き取り調査 地誌等の文献調査をするものとする

なお、地元自治体において航空写真や地形図等を容易に入手できる場合には、第

二段階調査とは別に、これらを参考とするものとする。

①現存又は過去に設置されていた特定施設に関する情報

②地下水の利用状況及び汚染状況に関する情報

③過去からの土地利用に関する情報

④その他土壌汚染に関する情報

（第一段階調査の結果）

第５ 第一段階調査の結果、次の場合には、第二段階調査を行う必要はないものとする。

１ 対象地等が法第３条、４条、５条、７条又はその他の法令で土壌汚染に関して一

定の調査・対策等の措置を要する規定に該当している場合

２ 次の場合に該当し、過去に土壌が汚染される可能性が高い用途に供されていなか

ったと確認できる場合

①山林や農地として継続的に使用され、土地の改変（圃場整備を除く ）が行われ。

ていない土地であり、現地に異状が認められない場合

②戦後、継続して居住の用又は有害物質を使用しないことが明らかな事業場の用の

みに供されていた宅地であり、現地に異状が認められない場合

（第二段階調査）

第６ 第一段階調査の結果、第５の規定に該当しない場合には、次に掲げる第二段階調査

を実施するものとする。

なお、１から３の調査は、入手又は閲覧可能な各資料について昭和２０年代前半ま

で（対象地周辺に軍需工場が存した形跡がある場合は、戦前まで）遡り実施するもの

とする。

１ 登記簿調査

登記簿調査は、土地については所有者を、建物については所有者及び建物の種類

を、所有者が法人の場合には業種等を調査することにより、過去に、対象地等が特

定施設等、土壌が汚染される可能性が高い用途に供されていたかの履歴を推測又は
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判別するものである。

２ 住宅地図等調査

住宅地図等調査は、過去の住宅地図等や航空写真により、工場等の業種等や焼却

炉の存在、廃棄物の埋設等の状況を調査し、土壌が汚染される可能性が高い用途に

供されていたかの履歴を推測又は判別するものである。

３ 地形図等調査

旧版地形図、土地利用図等により、盛土等による造成や掘削等土地の形質変更を

調査し、土壌が汚染される可能性が高い用途に供されていたかの履歴を推測又は判

別するものである。

４ 地元精通者等への聞き取り調査

１から３の調査の結果、必要と認められる場合には、自治会役員、不動産仲介業

者、土地家屋調査士等の地元精通者に対して聞き取り調査を行い、過去の土地利用

状況等について聞き取り調査を行うものである。

また、土壌汚染調査（任意調査等）の実施の参考とするため、必要に応じて土地

所有者等に対して聞き取り調査を行うことができるものとする。

なお、聞き取り調査を行う際には、有効な調査結果が得られるよう、調査対象者

の人選や協力依頼の方法に留意するものとし、守秘義務に十分配慮するとともに、

無用な風評の発生、トラブルを避けるよう注意すること。

（調査報告書）

第７ 調査結果については、別紙１、２「土壌汚染に関する土地利用履歴等調査書」に所

定の事項を記載するものとし、調査区域を表示する図面（用地平面図等に土壌汚染状

況等を色分けして表示）を添付すること。また、必要に応じて別紙３から５の各調査

表に詳細事項を記載するものとする。

調査書への記載は、第一段階調査については土地利用状況を同じくする一定の区域

毎に、第二段階調査については土地評価上の一画地毎に記載するものとする。

（任意調査の要否の判定）

第８ 用地（担当）課長は、調査を請負に付したか否かにかかわらず、第一及び第二段階

調査の結果を総合的に判断し、対象地について土壌汚染調査（任意調査等）を実施す

る必要があるかどうかを判定するものとする。



参－59

別紙１（第一段階調査）

土壌汚染に関する土地利用履歴等調査報告書（１）
調査年月日、調査者氏名

土地の所在（区域）

１）現 地 踏 査 土地の現況 □農地 □山林 □住宅地 □事業所

□造成地 □その他（ ）

□なし □特定施設 □産廃等汚染可能性のある利用状況

□焼却施設 □臭気 □その他

（※詳細は別紙３現地踏査調査表参照）

２）法関係資料調査 □指定区域台帳等

□指定等無 □指定等有（法 条 ）

□法３条：特定施設（ ）

□法４条：調査命令（□履行済（ ）□未済）

□法５条：指定区域（ ）

□法７条：措置命令

（□措置済（措置内容： ）□未済）

□過去の調査（□汚染有 □汚染無）

工場又は事業場の名称（ ）

特定施設の種類（ ）

汚染物質名等（ ）

その他の事項（ ）

□その他の資料（法令名： ）

（該当条項： ）

（※詳細は別紙４法関係資料調査表参照）

３）聞き取り調査等 聞 き 取 り 先（ ）

聞き取り結果

□特 定 施 設（□無 □有（種類等 ））

□地下水異常（□無 □有（状況等 ））

□ （□無 □有（種類・時期 ）汚染可能性のある利用状況 ）

文 献 名 （ ）

□調 査 結 果（ ）

第二段階調査の要否 □要 理由（ ）

□否
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別紙２（第二段階調査）

土壌汚染に関する土地利用履歴等調査報告書（２）
調査年月日、調査者氏名

土地の所在（区域）

土地の所在（地番、地目）

土 地 所 有 者

住所・氏名又は名称

土地の占有者・管理者

住所・氏名又は名称

１ ） 登 記 簿 調 査 □土地登記簿（ｓ 年所有者 地目 ）

（ｓ 年所有者 地目 ）

□建物登記簿（ｓ 年所有者 用途 ）

（ｓ 年所有者 用途 ）

２）住宅地図等調査 □住宅地図（ｓ 年利用状況等 ）

（ｓ 年利用状況等 ）

□航空写真（ｓ 年利用状況等 ）

（ｓ 年利用状況等 ）

３ ） 地 形 図 等 調 査 □地 形 図（ｓ 年造成 有（切土 盛土 ・無 ）or ）

□土地利用図（ｓ 年造成 有（切土 盛土 ・無 ）or ）

４）地元精通者等への 聞 き 取 り 先（ ）

聞き取り調査 聞き取り結果

□特 定 施 設（□無 □有（種類等 ））

□地下水異常（□無 □有（状況等 ））

□ （□無 □有（種類・時期 ）汚染可能性のある利用状況 ）

□そ の 他（ ）

（※詳細は別紙５履歴等聞き取り調査表参照）

土壌汚染調査 □要 理由（ ）

（任意調査等）の要否 □否
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別紙３（第一段階調査）

現 地 踏 査 調 査 表
調査年月日、調査者氏名

土地の所在（区域）

１） 地 形 の 状 況 平坦性等（□低平地 □台地 □丘陵地 □山地）

傾斜等 （□無 □有（方向： 角度： ）

河川等との位置関係等（ ）

２） 土 地 の 現 況 □農 地（□田 （□圃場整備有 □無 ））

（□畑（ ））

（□牧草地（ ））

□山 林（ ）

□住 宅 地（ ）

□事 業 所（ ）

□店 舗 等（ ）

□資材置場（ ）

□そ の 他（ ）

３） 造 成 の 状 況 造成の有無（□無 □有（ ））

造成の規模（ ）

造成の工法（ ）

施工の年代（ ）

そ の 他（ ）

４）汚染可能性のある □無

利用状況 □特定施設 （ ）

□産業廃棄物等（ ）

□焼却施設 （ ）

□臭気 （ ）

□その他（ ）

５）そ の 他
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別紙４（第一段階調査）

法 関 係 資 料 調 査 表
調査年月日、調査者氏名

土地の所在（区域）

土地の所在（地番、地目）

土 地 所 有 者

住所・氏名又は名称

土地の占有者・管理者

住所・氏名又は名称

１）指定区域台帳 □指定等有

□法３条：特定施設（ ）

□法４条：調査命令（□履行済（ ）□未済）

□法５条：指定区域（ ）

□法７条：措置命令

（□措置済（措置内容： ）□未済）

工場又は事業場の名称（ ）

特定施設の種類（ ）

汚染物質名等（ ）

その他の事項（ ）

２）公的資料調査 資料名（ ）

□過去の調査（□汚染有 □汚染無）

工場又は事業場の名称（ ）

特定施設の種類（ ）

汚染物質名等（ ）

その他の事項（ ）

□その他法令（法令名： ）

該当条項（ ）

必要な措置等（ ）

工場又は事業場の名称（ ）

施設の種類（ ）

汚染物質名等（ ）

その他の事項（ ）
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別紙５（第二段階調査）

履 歴 等 聞 き 取 り 調 査 表
調査年月日、調査者氏名

土地の所在（区域）

土地の所在（地番、地目）

土 地 所 有 者

住所・氏名又は名称

土地の占有者・管理者

住所・氏名又は名称

聴取者住所・氏名等

地 形 の 状 況

（ 造 成 の 有 無 等 ）

建 物 等 の 状 況

井 戸 等 の 状 況

過去の土地利用状況 期間：

期間：

期間：

期間
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